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ひ き こ も り 支 援 の 歴 史 ・ 定 義 と 推 計 数



ひ き こ も り 支 援 の 歴 史
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時期 主な取組や出来事など

1970年代
以前

1960年(S35)  日本児童精神医学会（現日本児童青年精神医学会）設立
「学校恐怖症」「登校拒否」についての研究が進む、中学生の不登校の増加

1965年(S40)  国立国府台病院児童精神科内に院内学級設立

1980年代 1985年(S60) 東京シューレ（日本初のフリースクール）開設

1990年代 1990年(H2) 内閣府『青少年白書』で「若者の非社会的問題行動の一つとして「ひきこもり」が掲載」
1991年(H3) 「引きこもり・不登校児童福祉対策モデル事業」開始（メンタルフレンド）
1998年(H10) 『社会的ひきこもり』（齋藤環著）発刊 以降、「ひきこもり」という言葉が一般的に
1999年(H12)  KHJ全国ひきこもり家族会連合会発足

2000年代 2001年(H13) 『10代・20代を中心とした「ひきこもり」をめぐる地域保健活動のガイドライン（暫定版）』策定
2003年(H15)『ガイドライン（最終版）』発表

内閣府「青少年育成施策大綱」発表 「若者自立・挑戦プラン」
2004年(H16) ニートが流行語大賞にノミネート
2005年(H17) 「若者自立塾創出推進事業」 2009年(H21)事業仕分けにて廃止
2006年(H18) 「地域若者サポートステーション設置」
2009年(H21) ひきこもり地域支援センターを都道府県・政令指定都市へ整備開始

2010年代
以降

2010年(H22) 子ども若者育成支援推進法施行
内閣府「若者の意識に関する調査（実態調査）」推計 69.6万人と発表（15歳～39際）
厚労省『ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン』発表

2015年(H27) 生活困窮者自立支援法施行
2016年(H28) 内閣府 実態調査において、推計54.1万人を発表（15歳～39歳）
2018年(H30)  生活困窮者自立支援法改正 基本理念規定の創設、定義規定の見直し

厚労省 「ひきこもりサポート事業」開始
内閣府 実態調査において、推計61.3万人を発表（40歳～64歳）

2020年(R2) 厚労省 市町村プラットフォーム設置要請（地域福祉課長通知）
2021年(R3)    厚労省「重層的支援体制整備事業」開始（R2の社会福祉法改正によりR3施行）
2022年(R4) 厚労省 ひきこもり支援推進事業拡充 ひきこもり地域支援センター等の設置を市町村へ拡充
2023年(R5) 内閣府 こども・若者の意識と生活に関する調査結果 推計146万人を発表（50人に一人） 4



ひ き こ も り 支 援 の 考 え 方 （ 定 義 な ど ）

5

ガイドラインにおける定義

様々な要因の結果として
社会的参加（就学、就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には

６ヵ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態を指す現象概念
（他者と交わらない形での外出をしていてもよい）

「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」（平成22年５月）による定義
（厚生労働科学研究でとりまとめ、主任研究者：齋藤万比古氏 国立国際医療研究センター国府台病院）

ひきこもりは現象や状態像であって、その人そのものではない
例えば、○○で「ひきこもり状態にある人」、○○により「ひき
こもり状態」を選んだ人、「ひきこもらざるを得ない状態」など

本人は“生きるため”にひきこもり状態にならざるを得ない
いつか元気になって、自分もできることをしたい、働きたい、活躍したいなど
ひきこもっている間、悩み、考え、苦しんでいる

“生きるため”のエネルギーを貯めている「充電期間」と捉えることが大切

→ 家族や周りの人たち、社会や一般の認識が“ひきこもり問題”“課題”としている



ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン【概要】

このガイドラインは、精神保健・医療・福祉教育などの専門機関の支援を必要としているひきこもり
事例を対象として作成。「ひきこもり」の評価と支援の実践的なガイドラインとして、支援にあたる
専門機関の職員が何をどうしたらよいかという指針として策定された。

目的

厚生労働科学研究費補助金こころの健康科学研究事業（H19～21年度）
「思春期のひきこもりをもたらす精神科疾患の実態把握と精神医学的治療・援助システムの構築に関
する研究」（H19-こころ-一般-010）主任研究者：齊藤万比呂（国府台病院）

作成

＜目次＞
１ はじめに
２ ひきこもりの定義・出現率・関連要因
３ ひきこもりの評価
４ ひきこもりに対する支援
５ 今後の課題

２ ひきこもりの定義・出現率・関連要因 ガイドラインにおける定義
「様々な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、
家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６か月以上にわたって概ね家庭にとどま
り続けている状態（他者と交わらない形での外出をしてもよい）を指す現象概念であ
る～」

３ ひきこもりの評価
ひきこもりをいくつかの軸に分けてとらえ、最終的に全ての軸を組み立てて全体像

を得ようとする多軸評価法が合理的とした。
（６つの軸、①背景精神障害の診断②発達障害の診断③パーソナリティ傾向の評価④
ひきこもりの段階の評価⑤環境の評価⑥診断と支援方針に基づいた分類）

４ ひきこもりに対する支援
ひきこもり支援は当事者とその周囲の状況の全体的な評価に基づいて組み立て、支

援が開始してからも支援しつつ評価し、３つの次元からとらえ理解する。
（第一の次元：背景にある精神障害、第二の次元：家族を含む環境的条件
第三の次元：ひきこもりが意味する思春期の自立過程の挫折に対する支援）

１ はじめに
子どもから成人まで広い年代にわたって

問題となっているひきこもりという現象の
評価と支援に関する標準的な指針を提供
ひきこもりは社会現象の一つをあらわす

用語であり、概念。

P27 図３
ひきこもり
支援の
諸段階 6



内 閣 府 「 生 活 状 況 に 関 す る 調 査 」 結 果 か ら
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平成27年度及び30年度に、15歳～39歳、40歳～64歳のそれぞれ5,000人を対象に実施

○無作為抽出した標本数5,000人に対して、調査票を配布。「ふだんどのくらい外出しますか」
という設問に対し、

①自室からほとんど出ない 、
②自室からは出るが、家からは出ない、
③近所のコンビニなどには出かける、
④趣味の用事のときだけ外出する、

のいずれかを回答し、かつ、その状態となって６か月以上経つと回答した者を
「広義のひきこもり群」と定義。（①～③が狭義のひきこもり群、④が準ひきこもり群）

調 査 概 要

調査時期 調査対象者 有効回答数
広義のひきこもり群

（内 訳）

狭義のひきこもり群 準ひきこもり群

実数 出現率 推計数 実数 推計数 実数 推計数

平成27年度 15～39歳 3,115人 49人 1.57％ 54.1万人 16人 17.6万人 33人 36.5万人

平成30年度 40～64歳 3,248人 47人 1.45％ 61.3万人 28人 36.5万人 19人 24.8万人

115.4万人

調 査 結 果



こ ど も ・ 若 者 の 意 識 と 生 活 に 関 す る 調 査 結 果
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˲ ˳ άςϜʾֿיּבϬ︡Ϥ᷊Ψᾝ ẉόᴿ Ϭ ᶎτ Ӄΰʺ⁯ẉό ῝Ặ τΣΪϥάςϜʾֿיּבӾ כ◦
☼├Ϟᴪ ʾᶘ ʾ ӽʾ ӽ τΣΪϥάςϜʾֿיּבӾ χᵠכ◦ ʾ τⱢβϥṁם Ɫ Ϭ ϥάρ

˲ ₰ ˳ 10⅞˙39⅞ˢ ͐ ͐Ὦ͍ ᾝ∕ˣχ 8,555 /20,000 ˢ ῟ᵕ 42.8%x
40⅞˙69⅞ˢ ͐ ͐Ὦ͍ ᾝ∕ˣχ 5,214 /10,000 ˢ ῟ᵕ 52.1%x

˲ ₰ṍḧ˳ ͐ 11Ὦ10 ˙25 ˢϷржϱрᵕ ˣ

῟ᵕ τ ϛϥˮῲṰχϋΦάϜϤἪ˯χᶤ›

ˢ ˣ ₰τΣΪϥˮῲṰχϋΦάϜϤἪ˯χ Ṱ
ˮ ςχΨϣΜᵰ ΰϘβΤ˯ρΜΞל τ ΰʺᴞṜχ1˙4χΜγϦΤπΚϥρᵕ ΰʺΤνʺζχ ρσμο͒ΤὮӟ πΚϥᵕ Ϭΰθּי
͍ ꜛ χ τḩβϥ ⱧχρΦιΪᵰ βϥ
2 ự χЀрРИσςτψ ΤΪϥ
3 Τϣψעꜛ ϥΥʺᴪΤϣψ σΜ
4 Τϣϕρϭςעꜛ σΜ
θιΰʺⱳχּיϬ Ψʻ
ᾝ∕ʺ Ộ πΚϥ☿χᵕ ϬΰοΜϥּי

σ ṓ Ϭᾝ∕χᵰ ệχ ρΰοΜϥּי
Ộ︠ ʾ︠ ʾᴪⱧ︣ ΜπΚϥρᵕ ΰοΜϥּיϞ ▀ʾӾⱪϬᾝ∕χᵰ ệχ ρΰοΜϥּי χΞκʺΩự͒ΤὮӟ τᴪ ӟᵰχ ρ

ˮϢΨᵓ ΰθ˯ˮρΦςΦᵓ ΰθ˯ρᵕ ΰοΜϥּי

該当者数
有効回収数に
占める割合

15歳～39歳 144人 2.05％

40歳～64歳
（40～69歳全体）

86人
（155人）

2.02％
（2.97%）

ˢ╥―ˣᵃẠ ₰τΣΪϥῲṰχϋΦάϜϤἪχᶤ›
27 χיּבֿ ᶨτḩβϥ ₰15̇ 39⅞ʿ1.57̋
30 ᶨ ệτḩβϥ ₰ 40̇ 64⅞ʿ1.45̋

内閣府調査（令和５年３月31日公表）を基に厚生労働省において作成

男性 女性

15歳～39歳 53.5％ 45.1％

40歳～64歳
（40～69歳全体）

47.7％
（59.4％）

52.3％
（40.6％）

ˮῲṰχϋΦάϜϤἪ˯τΚϥ χ ᶤ›

ˢ╥―ˣᵃẠ ₰τΣΪϥ ᶤ›
27 ₰ˢ15⅞˙39⅞ˣʿ 63.3̋ 36.7̋
30 ₰ˢ40⅞˙64⅞ˣʿ 76.6̋ 23.4̋

15歳～39歳 18.1％

40歳～64歳
（40～69歳全体）

19.8％
（20.6％）

ϋΦάϜϤ τσμθ ρΰοʺ
ˮ ἷЀкЗχ “˯ϬΚΫθ χᶤ›
ˢ ᵕ ˣ

β╥―χᵃẠ ₰ρψל ‮ Υԁ ӰσϥάρΤϣ ᶓψπΦσΜάρτ Ӫ
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ῲṰχϋΦάϜϤἪτΣΪϥᾝ∕χᵰ ệτσμοΤϣχṍḧ

15歳～39歳（n=144) 割合

６か月未満 －

６か月～１年未満 21.5％

１年～２年未満 16.7％

２年～３年未満 15.3％

３年～５年未満 17.4％

５年～７年未満 7.6％

７年～10年未満 4.2％

10年以上 17.4％

40歳～69歳（n=155) 割合

６か月未満 －

６か月～１年未満 12.9％

１年～２年未満 14.8％

２年～３年未満 21.9％

３年～５年未満 16.1％

５年～７年未満 11.0％

７年～10年未満 7.7％

10年以上 15.5％

ˢ╥―ˣᵃẠ ₰τΣΪϥϋΦάϜϤ χṍḧ

27 χיּבֿ ᶨτḩβϥ ₰
15̇ 39⅞πψ

͓ ӟ Υ34.7̋

30 ᶨ ệτḩβϥ ₰
40̇ 64⅞πψ

͓ ӟ Υ46.7̋

ῲṰχϋΦάϜϤἪτΣΪϥᵰ Υ Μ ρσμθ
ΩϜ Φσ

40歳～69歳 割合
（単一回答）

退職したこと 42.2%

新型コロナの流行 17.0%

病気 14.8%

人間関係がうまくいかな
かった 6.7%

介護・看護を担うことに
なった 5.2%

就職活動がうまくいかな
かった 1.5%

その他 9.6%

15歳～39歳 割合
（単一回答）

退職したこと 14.9%

人間関係がうまくいか
なかった 14.0%

新型コロナの流行 12.3%

病気 10.5%

中学校時代の不登校 9.6%

妊娠したこと 7.0%

その他 9.6%

40歳～69歳 割合
（複数回答）

無料で相談できる 27.7%

相手が同じ悩みを
持っている、持って
いたことがある

26.5%

相手先が公的な支援
機関である 23.2%

相手が同世代である 20.6%

相手がカウンセラー
など心理学の専門家
である

20.0%

15歳～39歳 割合
（複数回答）

相手が同じ悩みを持っ
ている、持っていたこ
とがある

36.8%

無料で相談できる 36.1%

相手がカウンセラーな
ど心理学の専門家であ
る

31.9%

匿名で（自分が誰かを
知られずに）相談でき
る

29.9%

SNSやメールなどで相
談できる 27.1%

ῲṰχϋΦάϜϤἪχ Υ τẐϛϥάρ

β╥―χᵃẠ ₰ρψל ‮ Υԁ ӰσϥάρΤϣ ᶓψπΦσΜάρτ Ӫ



【 概 要 】 孤 独 ・ 孤 立 の 実 態 把 握 に 関 す る 全 国 調 査 結 果
（ 人 々 の つ な が り に 関 す る 基 礎 調 査 ）
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˲ ˳ ⁯ΣΪϥᾩ ʾᾩ χם Ϭ Ӄΰʺᶆ τΣΪϥḩ “ ☼├χṁ Ɫ Ϭ ϥάρϬ ʻ
˲ ₰ ˳ ⁯χ 16⅞ӟ χᾤ ῟ᵕ 11,218Ὧ/20,000 ˢ ῟ᵕ 56.1%x
˲ ₰Ṑḩ˳ ͐ 11Ὦᴞ ˙ ͑ ͍Ὦ18 Ϙπτᵕ ˢϷржϱр ˣ

˻ ˼

˻ᾩ χ ệˢ ל ˣ˼

ᾩ ḇΥˮΰωΰωΚϥʾ τΚϥ˯ρᵕ ΰθ χᶤ›ψ4.9̋ ʺ ˮⱲˑ
Κϥ˯Υ15.8̋ ʺˮθϘτΚϥ˯Υ19.6̋ ρσμοΜϥʻ

4.9

5.2

7.1

7.2

5.9

6.2

3.9

2.7

2.3

15.8

17.3

19.9

19.2

17.7

17.6

14.1

10.9

14.8

19.6

15.4

20.9

19.5

20.7

22.4

19.9

17.6

17.2

40.6

33.6

31.2

35.0

38.3

38.4

44.2

47.2

44.9

18.4

28.4

20.9

19.1

17.2

15.2

17.7

20.0

18.6

0.6

0.1

0.2

0.3

1.5

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全 体

(11,218）

16～19歳

(324)

20～29歳

(890)

30～39歳

(1,233)

40～49歳

(1,732)

50～59歳

(1,905)

60～69歳

(1,914)

70～79歳

(2,110)

80歳以上

(1,110)

しばしばある・常にある 時々ある
たまにある ほとんどない

ˮςχ ʺᾩ πΚϥρḇαϥάρΥΚϤϘβΤ˯ϒχᵕ ᶤ›

˻ ˼



ひ き こ も り 支 援 施 策 の 現 在 地



ひきこもり支援に特化した事業

ひきこもり支援施策の全体像

市町村域 重層的支援体制整備事業

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ
に対応する包括的な支援体制を構築
属性を問わない相談支援、参加支援
地域づくりに向けた支援 等

相談支援、居場所づくり、地域のネットワーク
づくり、家族会・当事者会の開催、住民への普
及啓発に加えて、市町村等への後方支援と支援
者研修等を総合的に実施する

都道府県（指定都市）域

国②支援の質の向上
③支援者のケア

①社会全体の
気運醸成

等
多職種専門

チームの設置
市町村等への

後方支援

より身近な市町村域における相談窓口の設置と支援内容の充実を図り、これを都道府県がバックアップする体制を構築

後方支援

立ち上げ支援

多様な取組や
関係機関の連携を活かして
一人ひとりの状況に応じた
オーダーメードの支援

取組の幅

②居場所づ
くり

④当事者会
家族会の開催

⑤住民への
普及啓発

・・・①相談支援

支援イメージ ～「多様な支援の選択肢」×「多様な主体による官民連携ネットワーク」～

家族会
当事者会

NPO
法人 社協

市町村

連携機関の幅

生活困窮者自立支援制度
（福祉事務所設置自治体）

自立相談支援事業
アウトリーチや関係機関への同行訪問
関係機関へのつなぎ 等

就労準備支援事業
就労準備支援プログラムの作成
ひきこもりの方がいる世帯への訪問支援等

関係機関の
職員養成研修

③地域の
ネットワークづくり

市町村プラットフォーム

サポ
ステ

精神保健福祉
センター・保健所

その他
関係機関

ひきこもり地域支援
センターの
サテライトの設置

都道府県から市町村へ
の財政支援と
支援ノウハウの継承

※原則２年後に
市町村事業に移行

・民生委員 ・企業、商工会
・農林水産業 ・ハローワーク
・医療機関 ・教育機関 など

ひきこもり地域支援センター

Ⅰ ひきこもり地域支援センター
①相談支援、②居場所づくり、③地域のネットワークづくり、④当事者会・家族会の開催、⑤住民への普及啓発等
を総合的に実施

Ⅱ ひきこもり支援ステーション
ひきこもり支援の核となる①相談支援、②居場所づくり、③地域のネットワークづくり等を一体的に実施

Ⅲ ひきこもりサポート事業
ひきこもり支援の導入として、任意の事業を選択して実施

段
階
的
な
充
実

ひきこもり支援体制構築加速化
事業 ※R4補正 ※都道府県も可

令和５年度予算案：17.6 億円
令和４年度第二次補正：59 億円の内数

①ひきこもりに関する地域社会に向けた広報事業（継続）
ひきこもり支援シンポジウムの開催
ひきこもり支援情報をまとめたポータルサイト運用 等

②人材養成研修事業（一部拡充）
ひきこもり地域支援センター職員等を対象とした初任者向け・中堅者向け研修の実施

③支援者支援事業（新規）
支援者が抱える悩みの共有や相談できる場などの提供等を通じ、
支援者をフォローアップ

相談窓口や居場所設置等の準備費
用や広報等の取り組みを支援
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ひきこもり支援のロードマップ

国

都道府県
・

指定都市

中核市

一般
市町村

事業内容

○センター事業
創設

○センター事業
・市町村等支援員加
算創設（300万）
・訪問相談支援員加
算創設（300万）

■サポート事業創設
（300万）

■サポート事業
・補正予算で実態把
握費用を計上

○センター事業
・多職種チーム配置
加算創設（400万）
・市町村等支援員加
算増額
都道府県１→３名
指定都市１→２名

■サポート事業
・基準額増額（300
万→人口規模に応じ
て500～1,100万）

◇地域社会に向けた
普及啓発と情報発信
の実施（国）

☆当事者等による電
話・SNS等によるひ
きこもり支援充実事
業（100万）（R2第
三次補正）
☆市町村PF設置・運
営支援事業（300
万）（R2第三次補
正）

☆ひきこもり支援体制構築加速化事業（R3補
正セーフティネット強化交付金）

○ひきこもり支援の体制整備は、平成21年から都道府県・指定都市に「ひきこもり地域支援センター」（以下「センター」という。）を設置し、平成30年度か
ら基礎自治体において「ひきこもりサポート事業」により取組を進めてきた。

○令和４年度には、基礎自治体における相談窓口の早期設置と支援内容の充実に向けて、①センターの設置主体を市町村に拡充するとともに、②基礎自治体の
新メニューとして、支援の核となる相談支援・居場所づくり・ネットワークづくりを一体的に実施する「ひきこもり支援ステーション事業」を創設した。

○更に、都道府県が市町村をバックアップする機能の強化として、①市町村と連携したセンターのサテライトの設置と、②小規模市町村等における体制整備の
加速化支援を創設し、都道府県の圏域内のどこでも支援が受けられるよう平準化を図りながら、市町村の支援体制の整備を促進している。

○令和５年度は、基礎自治体におけるひきこもり支援のさらなる充実に向け引き続き取組を推進するとともに、研修の拡充や支援者支援の取組を実施する。

※その他、平成25年度からひきこもりサポーター養成研修・派遣事業を実施（平成30年度からひきこもり支援に携わる人材養成研修事業に変更）

令和３年度平成21 年度～ 平成30 年度 令和元年度 令和２年度 令和４年度

センター事業の
設置主体拡充

※平成30 年４月までに
全都道府県・指定都市に設置完了

センター
事業創設

センター事業の
再点検・見直し

123市町村81市町村

ステーション事業創設

センターは、
・ひきこもりに特化した相談窓口設置
・情報発信 ・連絡協議会の設置
・市町村への後方支援
等を総合的に実施

サポート事業は、
・情報発信
・実態把握
・居場所づくり
・家族会の開催
・サポーター派遣
・相談支援
等を任意選択で実施

ひきこもり
広報事業

サポート事業の
再点検・見直し

人材養成研修（初任者）の実施

センター事業

後方支援

市町村バックアップ
機能の強化

全ての基礎自治体に
おいて相談支援体制
を構築

都道府県

ステーション
事業

基礎自治体

サポート
事業創設

166市町村

市町村体制整備加速化支援

センターのサテライト設置

都道府県による
・圏域内の取組の

平準化
・市町村事業の

立ち上げ支援

目指す将来像

33市町村

【センター事業の見直し】
①相談支援、②当事者会・家族会の開催、
③住民への普及啓発、④基礎自治体への後
方支援等を総合的に実施する機関と整理し
た上で、センターの機能を拡充する

【サポート事業の見直し】
ひきこもり支援の導入のための事業と整理
した上で、支援内容ごとに基準額を設定し
て補助を行う

段階的に
支援内容を拡充

・相談支援
・居場所づくり
・ネットワークづくり
を一体的に実施

令和５年度

18 市区

人材養成研修の実施
（初任者・中級、現任者）

支援者のケアの取組

87 市町村

85 市町村

★R3 サポート事業
→R4 ステーション事業

への移行76 自治体
→R4 センター事業

への移行15 自治体

R4 ：190 市区町村

新

拡
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①ひきこもり地域支援センター

ⱧỘϱЮ˔Ѕ
︠☼ם ʿ ᾉʾ◕

ʿ͍˗͎

都道府県と市町村が連携して、支援体制の
弱い地域へ、センターのサテライトを有期
で設置

④ひきこもり支援ステーション事業

（B市）

支援の核となる
①相談支援
②居場所づくり
③ネットワークづくり
を一体的に実施

【都道府県域】

【市町村域】

②ひきこもり地域支援
センターのサテライト設置

市町村域での取組を推進

③ひきこもり地域支援センター
（Ａ市）

①相談支援 ②居場所づくり
③ネットワークづくり
④当事者会・家族会の開催
⑤住民向け講演会等の開催
等を総合的に実施

①相談支援 ②居場所づくり
③ネットワークづくり
④当事者会・家族会の開催
⑤住民向け講演会等の開催
⑥関係機関の職員養成研修
⑦管内市町村等への後方支援
等を総合的に実施

都道府県による市町村
の取組のバックアップ

⑤ひきこもりサポート事業
（Ｃ市）

相談支援や居場所づくり、実態
把握調査など、
取り組みやすい事業を実施

市町村に対して、財政支援と支援ノウハウの継承

をセットにした支援を有期で実施
（国:1/2、都道府県1/2～1/4、市町村0～1/4）

都道府県による市町村の
立ち上げ支援事業

段階的に事業を充実

原則２年後に
市町村域の
事業に移行

実
施
主
体
・
事
業
別
の
取
組
一
覧

◎は必須事業
○は任意事業

①

②

③

④

⑤
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ひきこもり支援体制構築加速化事業

【要旨】

○ 新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、ひきこもり当事者やその家族の孤独感・孤立感や生きづらさが
より深刻化する中、身近な地域におけるきめ細やかなひきこもり支援の需要が高まっている。

○ これを踏まえ、市町村におけるひきこもり支援体制を構築するため、その土台となるひきこもり相談窓口や居場所
づくり、相談窓口の広報、支援対象者の実態把握、支援者ネットワークの構築等の具体的な取組に対して包括的に支
援を行い、ひきこもり支援の環境整備を加速化させる。

市町村等 国３／４

市町村のひきこもり支援体制の構築を加速化するため、市町村等が新たにひきこもり支援を開始する場合や拡充する
場合に、以下の取組に係る備品購入費用、修繕費用、準備スタッフの雇い上げ費用、パンフレットやホームページの作
成費用、実態調査費用、会議費用、普及啓発費用等に対して補助を行う。

＜ひきこもり支援体制構築のための取組＞
１．ひきこもりの相談ができる環境づくり

２．居場所づくり

３．住民への相談窓口の周知等の広報

４．支援対象者の実態やニーズの把握

５．地域の社会資源の開拓と支援者ネットワークの構築

６．地域におけるひきこもり支援の気運醸成のためのシンポジウムや勉強会等の開催

【事業内容】

【事業実施主体】 【補助率】

令和４年度補正予算
新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（59億円）の内数
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自 民 党 ひ き こ も り 支 援 推 進 議 員 連 盟 提 言 （ 令 和 ４ 年 ５ 月 1 7 日 ） （ 概 要 ）
β厚 生 労 働 省 に お い て 作 成

３．基礎自治体における取組の更なる促進

○支援を必要とする方が適切な支援に繋がる環境づくりの推進

(基礎自治体における支援のための環境づくり)

・都道府県による、基礎自治体のバックアップ支援の推進

・基礎自治体間の連携した取組の推進

・官民の枠を超えたネットワークの構築や多様な支援の好事例の横展開

(ネットワークの構築による多様な支援の選択肢の確保)

・幅広い官民の枠を超えたネットワークの構築などによる多様な支援の選択肢の確保

・様々な就労分野との連携の促進と新たな就労分野の開拓

２．実態把握のための調査の実施

○ひきこもりの状態にある方の実態等全国的な調査の継続実施

１．ひきこもりに関する理解の促進

○ひきこもりに関する国民の更なる理解の促進や啓発活動の実施

４．支援者のスキルの向上と支援者自身のケアの確保

○支援に携わる方のスキルの向上のための施策の充実
○支援者を支援するための施策の充実
○ピアサポーターの養成・活用や当事者活動への支援

５．時代に即したひきこもり支援のガイドラインのあり方について

○新たなひきこもり支援のガイドラインのあり方についての検討
16



経済財政運営と改革の基本方針2022 （抄）（令和４年６月７日）

第２章 新しい資本主義に向けた改革
１．新しい資本主義に向けた対応

＜社会課題の解決に向けた取組＞
（２）包摂社会の実現

（孤独・孤立対策）

「孤独・孤立対策の重点計画」の施策を着実に推進するとともに、さらに全省庁の協力 による取組を進める。実態調
査結果を踏まえた施策の重点化と「予防」の観点からの施策の充実を図り、重点計画に適切に反映する。いわゆる「社
会的処方」の活用、ワンストッ プの相談窓口の本格実施に向けた環境整備、食・住など日常生活での孤独・孤立の軽減、
ひきこもり支援に資する支援策の充実とともに、アウトリーチ型のアプローチや同世代・同性の対応促進のための取組
を推進し、確実に支援を届ける方策を講ずる。官民一体で取組を推進する観点から、国の官民連携プラットフォームの
活動を促進し、複数年契約の普及促進等によりＮＰＯ等の活動を継続的にきめ細かく支援するとともに、地方における
官民連携プラットフォームの形成に向けた環境整備に取り組む。あわせて、支援者支援など孤独・孤立対策に関するＮ
ＰＯ等の諸活動への支援を促進する方策の在り方を検討する。

（就職氷河期世代支援）

就職氷河期世代の就労や社会参加への支援について、今年度までの３年間の集中取組期間に加え、2023 年度からの
２年間を「第二ステージ」と位置付け、これまでの施策の効果も検証のうえ、効果的・効率的な支援を実施し、成果を
積み上げる。公務員等での採用を推進し 、地方自治体の取組も後押ししながら、相談、教育訓練から就職、定着まで
の切れ目のない支援を行い、民間企業での採用等を促すとともに、個々人の状況に合わせた、より丁寧な寄り添い支援
に取り組む。第二ステージを含めた取組により、現状よりも良い処遇、そもそも働くことや社会参加を促す中で、同世
代の正規の雇用者について30 万人増やすことを目指す。
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「ひきこもり支援に関する関係府省横断会議」の取りまとめについて
~ ひ き こ も り 支 援 に 係 る 関 係 機 関 の 連 携 の 促 進 に つ い て （ 通 知 ） ～

【開催経過】

第１回（令和３年６月29日）ひきこもり支援に関する各府省の取組について

第２回（令和３年７月27日）ひきこもり支援の先進的な取組について

（滋賀県・岡山県総社市）

第３回（令和３年８月30日）ひきこもり支援の先進的な取組について

（高知県安芸市 ・大阪府豊中市）

第４回（令和３年９月30日）ひきこもり支援に関する関係府省横断会議の取りまとめについて

【構成員】主査 こやり厚生労働大臣政務官
構成員 内閣官房孤独・孤立対策担当室長

内閣府政策統括官（政策調整担当）
消費者庁次長
文部科学省初等中等教育局長
厚生労働省社会・援護局長
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長
厚生労働省人材開発統括官
農林水産省農村振興局長
経済産業省商務・サービス審議官

＜ひきこもり支援に関する関係府省横断会議＞

ü令和３年５月31日開催の「孤独・孤立対策に関する連絡調整会議」において、ひきこもり支援について厚生労働省を中心に関係府省で検討を進めるよう
要請があったことを受けて、こやり厚生労働大臣政務官を主査として、ひきこもり支援に関係する府省の局長級を参集して設置。

ü関係府省における取組の連携を深め、自治体がひきこもり支援を進めるに当たって多様な選択肢を用意できるよう、行政機関や民間団体など官民を問わ
ない様々な社会資源がより多く参画・連携できる環境整備について議論。

ü会議の取りまとめとして、「ひきこもり支援における関係機関の連携の促進について（依頼）」(10月１日付け構成員連名通知)を自治体あてに発出。

Å ひきこもり支援に当たっては、個々の当事者の状況に応じた寄り添う支援につなげることができるよう、多様な支援の選択肢を用意することが重要。

Å そのためには、都道府県や市町村の保健福祉関係部局を中心に、他の関係部局等の行政機関や、民間団体・民間企業・ＮＰＯ法人等の地域の社会資源による官民
の枠を超えた広い連携・協働が必要。

Å 以下の留意事項も踏まえ、福祉行政と他の行政分野や地域の社会資源との有機的な連携・協働について配意の上、効果的なひきこもり支援体制構築の推進をお願
いする。

「ひきこもり支援に係る関係機関の連携の促進について( 依頼) 」( 令和３年10 月１日関係府省横断会議構成員連名通知)

①就職氷河期世代活躍支援に係る
市町村プラットフォームへの関係機関の参画

就職氷河期世代活躍支援において取り組んでい
る「市町村プラットフォーム」は、ひきこもり状
態にある者を念頭に置いた「社会参加に向けてよ
り丁寧な支援を必要とする者」の支援のための
ネットワークを具現化するものであり、幅広い行
政部局や関係団体が参画するよう要請

②福祉関係機関と各分野の関係機関の連携
( １) 教育関係機関との連携

教育・福祉関係機関の連携・協働によるシームレスな対応により、継続性のある支援体制を構築
( ２) 農業・商工関係機関との連携

農家や企業等の民間事業者の理解・協力を促し、地域の特性を活かした社会資源を開拓
( ３) 就労支援関係機関との連携

個々の状況に応じた支援のため、支援対象者の特性や状況に十分配意し、継続的な支援を実施
( ４) 子供・若者支援関係機関との連携

子供や若者本人の意向を踏まえたうえで、福祉的支援と子供・若者支援を重層的に実施
( ５) 消費者関係機関等との連携

孤独・孤立した消費者の「不安」につけ込む悪質事業者に対応するため、日頃から消費生活センター等の消費者関係機関等と連携を強化

【自治体における支援体制構築に当たっての留意事項】

【基本的な考え方】
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地域におけるひきこもりに関する理解を深め、ひきこもり当事者やその家族が孤立せず、相談しやすい
環境づくりを促進する。

「ひきこもりに関する地域社会に向けた広報事業」の全体像

目的

令和３年度に引き続きイメージキャラクターに高橋みなみ氏（元AKB48）を起用
※ポータルサイトに加え、Twitter、facebookなどのSNSを積極的に活用し情報発信を行う。

☆アニメーション動画による啓発
新進気鋭のアニメーター ユージン氏による偏見解消アニメーション動画の作成

☆朝日新聞デジタルにおけるPR記事の配信
◆松山ケンイチ氏×萩上直子監督との対談 映画「川っぺりムコリッタ」
◆東畑開人氏（臨床心理学者・臨床心理士）インタビュー

☆その他ポータルサイトで経験者のインタビュー動画を公開

その他広報の実施

地域に暮らすみんなで、誰もが
生きやすい社会・地域作りについて
考えるイベントとして開催！

◆概要
2022年10月～12月全国６都市
で全国キャラバンを実施。
アンバサダーと、「誰もが生きやすい地域」を
テーマに、当事者の体験談を交えたイベントとする

◆ターゲット
ひきこもり支援に関わる支援者、地域住民など

◆進め方
パネルディスカッション＋ワークショップ
それぞれの立場から「誰もが生きやすい地域づくり」について
議論し、「明日からできる、誰もが生きやすい地域づくりへの
ヒント」をテーマに偏見解消のための連携や具体的な
アクションを検討

VOICESTATION フェスの開催

広
報
の
効
果
を
高
め
る
た
め
、
一
定
の
期
間
に
集
中
的
実
施

『ひきこもりVOICESTATIONフェス』として
全国キャラバンの集大成となる
当事者の思いを乗せた啓発イベント（第１部）
パネルディスカッション（第２部）を開催

※第１部はTOKYO FMでオンエア

◆概要
高橋みなみ氏と全国のひきこもり経験者によ

るオンライン座談会、LIVE演奏、ひきこもり俳
句ワークショップなどを実施。
さらに、アンバサダーとともに全国キャラバン
の振り返りをパネルディスカッション形式で実
施し、偏見解消に向けた啓発イベントとする
◆その他
相談を希望する当事者・家族を相談窓口へと

つなげる支援情報、相談会の開催

全国キャラバンの実施

イメージキャラクターの活用

※イベントは対面とオンラインのハイブリット開催を前提とするが、新型コロナウイルス感染症の状況によって
はオンラインのみの開催とする

2022年
10月22日 東京都江戸川区
10月30日 沖縄県那覇市
11月12日 三重県松阪市
11月20日 香川県高松市
11月27日 兵庫県神戸市
12月４日 北海道札幌市

2023年
２月５日(日)
TOKYO

FMホール

R4
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ひきこもり地域支援センター職員等に対して、国が主体となって知識や支援手法等を習得するための研修を実施し、ひきこもり当事者や家族

の心情を理解した上で寄り添う支援ができる良質な支援者を育成するとともに、全国各地における好事例等の周知・広報を行うことで、支援の
質をさらに向上・均一化することを目的とする

「ひきこもり地域支援センター職員等への人材養成研修・広報事業」

目的

◆研修内容及び全国の好事例について、全国の支援者や地域住民に向けた周知・広報を行う
研修内容や全国の好事例について、全国の自治体や民間団体の職員が支援の現場で活用できるよう、分かりやすく整理し、

広く周知・広報を行う。また、研修内容や全国の好事例の中から、地域住民がひきこもりに関する適切な理解を進めていくう
えで必要となる情報を取り出し、分かりやすく整理した上で、地域住民に対して広く情報発信を行う。
◆好事例自治体 高知県・兵庫県、福岡県北九州市、東京都文京区、北海道函館市、東京都日野市、群馬県安中市

福岡県うきは市、岩手県洋野町、山梨県富士川町

周知・広報

◆開催日程：７月28 日（木）、29 日（金）
◆受講者数：Zoom150名程度、YouTube視聴195アクセス
◆対象者：ひきこもり地域支援センターの職員（初任者）

ひきこもり支援ステーション等の職員（初任者）
◆プログラム案（計８時間以上）
第１日
①講義１ 国の施策や予算など政策動向
②講義２ 「ひきこもり」についての基本的な理解～家族の視点～
③講義３ ひきこもり支援概論
④講義４ 発達障害について
⑤グループワーク１ ネットワーキングセッション

第２日
⑥講義５ 「ひきこもり」についての基本的な理解～当事者の視点～
⑦講義６ 地域における多様な社会資源を活用した支援
⑧講義７ ひきこもり支援のアセスメント
⑨講義８ 面接技法
⑨グループワーク２ 2日間の研修の振り返り

第１回 初任者研修 第２回 フォローアップ研修

◆開催日程：10 月24 日（月）、25 日（火）
◆受講者数：150名程度
◆対象者：左記初任者研修受講者

◆プログラム案（計８時間以上）
第１日
①講義１ 事例研究の方法
②事例研究１
③事例研究２
④講義２ ひきこもり支援の広報

第２日
⑤好事例の紹介（自治体の取組）

・多機関連携 ・家族支援
・居場所づくり ・相談支援

⑥グループワーク 振り返り

※参集による開催が前提だが、新型コロナウイルスの感染状況によってはオンライン開催とする

※具体的な研修プログラムは、令和３年度社会福祉推進事業の成果物を参考に、企画委員会において決定する

※研修実施後、研修効果等について分析を行った上で、改善策をまとめて次年度の研修プログラム案等を作成する
全体の企画、進捗管理

企画委員会の設置
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○ ひきこもり支援実施機関支援力向上研修事業 （実施主体：厚生労働省）

○ ひきこもり支援者支援事業（仮称）＜新規＞（実施主体：厚生労働省）

○ 基礎自治体におけるひきこもり支援体制の拡充に合わせて、令和４年度より、国が主体となって、ひきこもり地域支援セン
ター職員やひきこもり支援ステーション職員等を対象とした新任職員向けの研修を実施しているが、令和５年度においては、
それに加え、中堅職員や指導的な立場を担う支援者に対しても、専門的な研修を実施し、良質な支援者の育成を目指す。

○ ひきこもり支援対象者の抱える課題は、複雑・複合化しているとともに、セルフネグレクトの方への対応など、長期的な
視点での支援が求められる。一方で、支援の長期化により、支援者自身が疲弊し、大きなダメージを受けるといった課題も
ある。このような支援者が抱える悩みに寄り添い、相談できる場の設置等により、地域における支援者支援を推進する。

令和５年度当初予算案 35百万円（15百万円） ※（）内は前年度当初予算額

令和５年度 ひきこもり支援従事者のスキル向上と支援者自身のケア
（ 「ひきこもり支援実施機関支援力向上研修事業」「ひきこもり支援者支援事業（仮称）」 ）

１ 事 業 の 目 的

中堅職員や指導的な立場を担う支援者に対して、より複雑化・複合化した課題に対する実践的な
演習などを通じた支援者のスキルアップ、管内市町村や周辺自治体に対する研修実施を担う指導者

の育成を実施する。

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム 、 実 施 主 体 等

厚生労働省

オンラインなどを活用し、支援者が抱える悩みの共有や相談できる場などの提供等を通じ、

地域における支援者をフォローアップする仕組みを設ける。

オンラインに
よる相談等

現任職員（中堅・指導者）研修 ＜拡充＞

研修開催

新任職員研修（令和４年～）

ひきこもり支援に携わることとなった新任職員に対して、必要となる知識や支援手法等を習得す
るための人材養成研修を実施する。

ひきこもり支援従事者

ひきこもり支援従事者
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ひきこもり支援実施機関支援力向上研修事業
「ひきこもり地域支援センター職員等への人材養成研修・広報事業」

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

現任職員（中堅・指導者）研修 ＜拡充＞

新任職員研修（令和４年～）

ひきこもり支援に携わることとなった新任職員に対
して、必要となる知識や支援手法等を習得するための
人材養成研修を実施する。

【日程】前期 ７～８月（オンデマンド配信）
後期 ９月26日・27日 （参集方式）

【定員】150名程度

22

周知・広報

研修内容や全国の好事例について、全国の自治体や民間団体の職員が支援の現場で活用できるよう、分かりやすく整理し、広く周
知・広報を行う。また、研修内容や全国の好事例の中から、地域住民がひきこもりに関する適切な理解を進めていくうえで必要となる
情報を取り出し、分かりやすく整理した上で、厚生労働省ホームページにおいて広く情報発信を行う。

ひきこもり地域支援センター職員等に対して、国が主体となって知識や支援手法等を習得するための研修を実施し、多様で
複合的な課題を有するひきこもり当事者や家族の心情を理解した上で、寄り添う支援ができる良質な支援者を育成するととも
に、全国各地における好事例等の周知・広報することで、支援の質を向上・均一化することを目的とする

より複雑化・複合化した課題に対する実践的な演習
など、中堅・指導的役割を担う職員を対象に実施

【日時】前期 初任者研修と同内容
（オンデマンド配信）

後期 ９月25日
【定員】100名程度

＜前期＞オンデマンド配信

内容

・施策の動向
・当事者及び
家族の視点

・アセスメント
・面接技法 等

７月～８月に配信
予定

初任者・現任者
共通科目とする

＜後期＞集合１日間

＜後期＞集合1.5日間

・事例研究
・講義
・グループワーク等

※集合形式

・事例検討
・講義

※集合形式
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令 和 ４ 年 度 社 会 福 祉 推 進 事 業 （ 調 査 研 究 ）

ひきこもり支援における効果的なオンラインの活用方法に関する調査研究事業

■背景
・ひきこもり支援の現場で実践されてきた相談支援や居場所等の社会参加支援については、コロナ禍においても継続できるよう
オンラインを活用した支援体制整備が必要

・外出や対面での支援に心理的抵抗があるひきこもり当事者に対する支援として、今後有効な手法として発展すると想定
・メールやSNS等を活用した支援では、ひきこもり当事者が抱える複合的な課題を適切に把握することが難しいことから、対面
による相談支援と同様のアセスメントや対応が求められる

■目的
ひきこもり支援におけるオンラインの活用について、適する場面・適さない場面をはじめ、どのような点に配慮を要すべきか等

について調査研究を行い、活用にあたってのポイントを明らかにすることで、オンラインを活用した支援の推進を図る

■受託事業者
（株）リベルタス・コンサルティング

■背景
・ひきこもり支援対象者の抱える課題は複雑、複合化しているとともに、長期的な視点での支援が求められる
・一方で支援の長期化により、支援者自身が疲弊し、大きなダメージを受けるといった課題もある
・市町村におけるひきこもり支援の拡充を効果的に進めるためには、支援者自身を支援する仕組みづくりが必要不可欠
・ひきこもり支援分野における支援者支援は、一部の自治体、ひきこもり地域支援センター、地域関係団体等のネットワーク等
において取組が行われているが、支援者支援の考え方や有効な手段について確立されたものはない

■目的
ひきこもり支援のあり方検討として、ひきこもり支援業務において支援者が抱える困難さ（ストレス要因等）、ひきこもり援担当

者への支援として行うことが有意義である取組及び他分野の取組も参考にしながら調査研究を行う

■受託事業者
有限責任監査法人 トーマツ

ひきこもり支援における支援者支援のあり方に関する調査研究事業
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ひ き こ も り 地 域 支 援 セ ン タ ー
ス テ ー ス シ ョ ン 事 業 、 サ ポ ー ト 事 業 の 取 組



ひきこもり地域支援センター等設置運営事業（平成21 年度～）

補助
〈補助率：1/2 ）

支 援

相 談

ひきこもり状態に
ある本人や家族

○相談支援事業（窓口周知）
ひきこもり支援コーディネーター（ ２名以上配置）が、ひきこもりの状態
にある本人、家族からの電話、来所等による相談や必要に応じて訪問支援
を行い、早期に適切な機関につなぐ。 社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士等

○居場所づくり事業
○連絡協議会・ネットワークづくり事業
○当事者会・家族会開催事業
○住民向け講演会・研修会開催事業

○サポーター派遣・養成事業
○民間団体との連携事業
○実態把握調査事業
○多職種専門チームの設置
○関係機関の職員養成研修事業（都道府県・指定都市は必須）

○管内市区町村への後方支援事業（都道府県は必須）
○ひきこもり地域支援センターのサテライト設置事業（都道府県のみ）

全国

民間団体
家族会
ＮＰO法人
民間カウンセラー

教育関係
学校 教育委員会

保健医療関係
医療機関
保健所
保健センター

就労関係
地域若者サポートステーション
ハローワーク
障害者雇用促進関連施設

関係機関との連携・後方支援

普及、啓発

国

ひきこもり地域支援センター

福祉、行政関係
福祉事務所 市区町村窓口 地域包括支援センター
児童相談所 福祉施設 精神保健福祉センター
発達障害者支援センター 自立相談支援機関
子ども・若者総合相談センター 等

【実施主体】都道府県、指定都市・市町村（NPO等への事業委託可能）

平成21年度から整備を開始
平成30年度に全ての都道府
県・指定都市へ設置が完了
令和４年度から市町村での
設置を拡大

＜実施状況＞全ての都道府県・指定都市に設置 67自治体79か所
令和４年度から市町村に拡大して設置

ひきこもり地域支援センター

必
須
事
業

任
意
事
業
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49,017

54,823 54,508

5,997 5,500

7,134
8,456

9,384

428
65943,839 44,991

46,562
41,611 42,729

10,331 10,907

13,379
13,048 13,406

0̏

20,000̏

40,000̏

60,000̏

80,000̏

100,000̏

120,000̏

H29 H30 R1 R2 R3

相談件数の推移

電話 メール SNS 来所 その他（訪問等）

120,686

102,412

118,366
116,092

104,712

3,993 3,563 3,675 3,394 3,883 

7,279 
7,052 7,591 

6,930 6,603 

5,695
5,686

6,790
6,410 5,489

2,756 3,034

4,047

3,669 4,225

994 1,351

2,004

2,194 2,291
948 1,249

2,112

1,823 1,832

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H 2 9 H 3 0 R 1 R 2 R 3

相談実人数の推移

～10代 20代 30代 40代 50代～ 年齢不明

24,32324,420

26,219

21,93521,665

合計
～10代 20代 30代 40代 50代～ 年齢不明

24,323 3,883 6,603 5,489 4,225 2,291 1,832

合計
電話 メール SNS 来所

その他
（訪問等）

120,686 54,508 9,384 659 42,729 13,406



0 2,000 4,000 6,000 8,000

SNS

ひきこもり地域支援センター 自治体別相談件数（令和３年度）
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( )

電話 メール SNS 来所
その他

（訪問等）
合計 電話 メール SNS 来所

その他

（訪問等）
合計

北海道 134 303 8 63 5 513 徳島県 226 2 0 254 14 496

青森県 94 0 0 93 146 333 香川県 222 15 0 473 13 723

岩手県 430 0 0 362 6 798 愛媛県 198 1 0 283 4 486

宮城県 129 3 0 590 0 722 高知県 219 0 0 834 26 1,079

秋田県 181 0 0 354 10 545 福岡県 3,607 0 8 746 319 4,680

山形県 122 0 0 315 0 437 佐賀県 2,531 1,498 37 519 1,563 6,148

福島県 912 129 28 628 293 1,990 長崎県 317 5 0 105 88 515

茨城県 2,596 1,022 181 1,049 457 5,305 熊本県 446 0 0 145 56 647

栃木県 431 185 0 311 401 1,328 大分県 1,641 417 0 223 142 2,423

群馬県 625 0 0 69 2 696 宮崎県 943 7 141 405 110 1,606

埼玉県 1,223 211 35 169 1 1,639 鹿児島県 377 66 8 136 8 595

千葉県 779 0 0 6 0 785 沖縄県 1,312 2 0 362 221 1,897

東京都 1,616 350 2 0 16 1,984

神奈川県 294 0 12 137 6 449 札幌市 478 1,043 4 1,030 303 2,858

新潟県 117 0 0 91 0 208 仙台市 1,013 94 0 750 159 2,016

富山県 180 1 0 716 1 898 さいたま市 1,356 97 0 1,420 143 3,016

石川県 253 1 0 459 2 715 千葉市 811 38 0 643 269 1,761

福井県 295 0 0 974 92 1,361 横浜市 479 0 0 595 177 1,251

山梨県 268 21 0 124 10 423 川崎市 556 24 0 505 1,386 2,471

長野県 345 0 0 226 49 620 相模原市 738 3 0 459 188 1,388

岐阜県 254 0 0 418 0 672 名古屋市 808 0 0 679 58 1,545

静岡県 429 0 0 513 906 1,848 新潟市 567 99 1 746 431 1,844

愛知県 320 105 0 378 16 819 静岡市 471 591 0 1,006 114 2,182

三重県 132 0 0 210 5 347 浜松市 1,535 515 0 4,209 308 6,567

滋賀県 1,677 191 10 1,208 226 3,312 京都市 1,211 117 0 240 72 1,640

京都府 466 242 0 770 834 2,312 大阪市 695 0 0 64 0 759

大阪府 451 0 0 0 0 451 堺市 2,143 173 89 2,970 397 5,772

兵庫県 2,445 0 0 1,912 466 4,823 神戸市 894 36 12 1,345 131 2,418

奈良県 1,028 5 9 1,217 70 2,329 岡山市 1,208 178 0 743 299 2,428

和歌山県 295 0 0 141 128 564 広島市 1,748 500 0 1,824 841 4,913

鳥取県 1,114 557 0 1,428 154 3,253 北九州市 1,283 24 0 495 263 2,065

島根県 187 27 2 271 9 496 福岡市 1,013 31 44 1,305 235 2,628

岡山県 934 117 0 409 185 1,645 熊本市 1,604 116 20 851 262 2,853

広島県 596 215 8 520 230 1,569 合計 54,508 9,384 659 42,729 13,406 120,686

山口県 506 7 0 234 80 827



ひきこもり地域支援センター 関係機関へのつなぎ件数（令和３年度）
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※
B

※ …

( )

( )

障害者総合支

援関連施設

障害者雇用促

進関連施設
その他

※１ ※１ ※２

203 818 113 474 114 29 17 646 262 82 535 84 521 142 104 232 694 400 56 163 838

率 3.1% 12.5% 1.7% 7.3% 1.7% 0.4% 0.3% 9.9% 4.0% 1.3% 8.2% 1.3% 8.0% 2.2% 1.6% 3.6% 10.6% 6.1% 0.9% 2.5% 12.8%

件数
6,527

関係機関 福祉事務所

福祉事務所以

外の市区町村

窓口

社会福祉協議

会

自立相談支援

事業実施機関
医療機関

子ども・若者

総合相談セン

ター

地域若者サ

ポートステー

ション

ハローワー

ク
企業

学校・教育

委員会等

発達障害者支

援センター

地域包括支援

センター
児童相談所

児童家庭支援

センター

保健所・保健

センター

精神保健福祉

センター

民間支援団体

（当事者団

体・ＮＰＯ法

人等）

他のひきこも

り地域支援セ

ンター

総計

福祉事務所

3.1%

福祉事務所以外の市区町村窓口

12.5%

社会福祉協議会

1.7%

自立相談支援事業実施機関

7.3%

地域包括支援センター

1.7%

児童相談所

0.4%児童家庭支援センター

0.3%
保健所・保健センター

9.9%

精神保健福祉センター

4.0%

発達障害者支援センター

1.3%医療機関

8.2%

子ども・若者総合相談センター

1.3%

地域若者サポートステーション

8.0%

ハローワーク

2.2%

企業

1.6%

学校・教育委員会等

3.6%

民間支援団体（当事者団体・ＮＰＯ

法人等）

10.6%

障害者総合支援関連施設※１

6.1%

障害者雇用促進関連施設※１

0.9%

他のひきこもり地域支援センター

2.5%

その他 ※２

12.8%



ひきこもり支援ステーション及びサポート事業

ひきこもり支援ステーション事業（R4~ ）

ひきこもりサポート事業

○相談支援事業（窓口周知）
ひきこもり支援コーディネーター（１名以上配置）が、ひきこも
りの状態にある本人、家族からの電話、来所等による相談や必要に
応じて訪問支援を行い、早期に適切な機関につなぐ。

○居場所づくり事業
○連絡協議会・ネットワークづくり事業

○当事者会・家族会開催事業
○住民向け講演会・研修会開催事業
○サポーター派遣・養成事業
○民間団体との連携事業
○実態把握調査事業
○専門職の配置

必
須
事
業

任
意
事
業

ステーション事業、サポート事業は、

２以上の自治体による共同実施も可能

ひきこもり支援の導入として、地域の特性や対応状況に合わせて
任意の事業を選択（複数可）して実施

相談支援事業
居場所

づくり事業

サポーター
派遣・養成
事業

当事者会・家
族会開催事業

連絡協議会・
ネットワーク
づくり事業

住民向け講演
会・研修会
開催事業

民間団体と
の連携事業

実態把握
調査事業

＜主な取組例＞

＜国庫補助基準（R4）＞ 補助率 １／２
基本額 重層的支援体制整備事業を実施していない場合：10,000千円

重層的支援体制整備事業を実施している場合 ： 7,500千円
加算額 任意事業に取り組む場合について、その事業に応じた基準

額を加算（１事業500千円～3,000千円）

＜国庫補助基準（R4）＞ 補助率 １／２
実施する事業に応じた基準額の合計とする。
○相談支援事業、居場所づくり事業、民間団体との連携事業：各1,000千円
○連絡協議会・ネットワークづくり事業、当事者会・家族会開催事業
住民向け講演会・研修会事業、サポーター派遣・養成事業、実態把握事業

：各500千円

＜主な取組例＞

C市（中核市）人口約 37万人
ひきこもりに悩んでいる家

族を対象に、認知行動療法に
基づくCRAFT手法を用いた関
わり方研修を開催（委託）
全６回コース×２回（年）

D市 人口約 9.5万人
民生委員児童委員への

アンケート調査による実態
調査を実施

・事前説明会の開催
・作成と結果分析等

A市 人口約 約19万人
相談窓口は一部社福法人へ

委託により開設
その他、農作業を通じた居場
所の開設や、住民等への実態
調査を予定

B町 人口約 約1.5万人
相談窓口は法人へ委託によ

り開設、アウトリーチ型支援
も実施する。町が運営するデ
イケアと連携したグループ活
動、居場所の設置等
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令和４年度ひきこもり支援推進事業実施自治体（生活困窮者自立支援事業補助金） 都道府県
政令市除く

黄色の網掛けは中核市

サポート事業 84 自治体

北海道

北見市
山梨県

山梨市

稚内市 北杜市

紋別市
長野県

長野市

幕別町 塩尻市

岩手県 洋野町 岐阜県 恵那市

秋田県
鹿角市 愛知県 刈谷市

大仙市
三重県

菰野町

山形県
南陽市 多気町

高畠町 滋賀県 日野町

福島県

田村市
京都府

亀岡市

伊達市 長岡京市

矢吹町
大阪市

泉大津市

棚倉町 富田林市

塙町

兵庫県

西脇市

石川町 宝塚市

茨城県

笠間市 養父市

取手市 丹波市

ひたちなか市 朝来市

神栖市 福崎町

利根町 太子町

栃木県
宇都宮市 佐用町

真岡市 奈良県 香芝市

千葉県
佐倉市 和歌山県 有田川町

浦安市 鳥取県 江府町

東京都

大田区

島根県

安来市

北区 浜田市

青梅市 江津市

町田市 雲南市

神奈川県

横須賀市 邑南町

藤沢市

岡山県

高梁市

小田原市 赤磐市

座間市 鏡野町

新潟県

新発田市 広島県 福山市

十日町市
山口県

下関市

村上市 防府市

佐渡市 徳島県 三好市

魚沼市

香川県

高松市

富山県

高岡市 三豊市

小矢部市 多度津町

朝日町 高知県 香南市

福井県 勝山市 大分県 中津市

石川県 金沢市 鹿児島県 出水市

ステーション事業 82 自治体

北海道 石狩市 奈良県 奈良市

青森県 むつ市

和歌山県

和歌山市

宮城県 岩沼市 海南市

秋田県 大館市 橋本市

山形県
米沢市 有田市

庄内町 御坊市

福島県

会津若松市 田辺市

いわき市 新宮市

白河市 紀の川市

喜多方市 岩出市

茨城県
水戸市 紀美野町
かすみがうら市 かつらぎ町

栃木県 小山市 広川町

群馬県 安中市 美浜町

千葉県 習志野市 日高町

神奈川県
鎌倉市 由良町

大和市 印南町

山梨県 甲府市 みなべ町

新潟県 津南町 日高川町

富山県 射水市 白浜町

福井県

越前市 上富田町

坂井市 すさみ町

池田町 那智勝浦町

山梨県 富士川町 太地町

長野県
安曇野市 古座川町

飯島町 北山村

静岡県
藤枝市 串本町

掛川市
鳥取県

鳥取市

三重県

松阪市 南部町

鳥羽市
島根県

松江市

いなべ市 奥出雲町

伊賀市 岡山県 瀬戸内市

京都府
宇治市

広島県

尾道市

京田辺市 東広島市

大阪府
豊中市 海田町

枚方市

山口県

宇部市

兵庫県

姫路市 山口市

尼崎市 萩市

洲本市 山陽小野田市

豊岡市 長崎県 佐世保市

宍粟市 鹿児島県 和泊町

都道府県立ち上げ支援事業
（東京都のみ）

ひきこもり
地域支援
センター
8自治体

文京区

世田谷区

豊島区

足立区

江戸川区

八王子市

武蔵野市

調布市

ステーション
事業

５自治体

千代田区

品川区

中野区

国立市

大島町

サポート事業 １ 台東区

ひきこもり地域支援センター
10 自治体

岩手県 北上市

新潟県 柏崎市

富山県 富山市

愛知県

西尾市

東海市

豊明市

みよし市

兵庫県
明石市

赤穂市

岡山県 総社市
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自 治 体 へ お 願 い し て い る こ と （ 市 町 村 Ｐ Ｆ ）



就職氷河期世代支援を推進するに当たり、ひきこもり状態にある方など社会参加に向けた支援を必要とする方への自治体におけ

る支援体制の構築に向けて、市区町村及び都道府県において取り組むべき事項を示したもの。

10 27

ü 原則、令和3年度末までに、上記①～③（★）の全ての取組を実施すること
ü その取組の前提として以下を実施

ü 管内市区町村における①～③（★）の取組状況を把握し、以下の取組や支援を実施すること

Ⅰ 市区町村において取り組むこと

･･･支援体制構築
のための取組

（★）

① ひきこもり状態にある方等が支援につながるためのひきこもり相談窓口の明確化・周知

② 地域における支援内容・体制の検討や目標共有のための支援対象者の実態やニーズの把握

③ 関係機関による支援や支援の気運醸成のための市町村プラットフォームの設置・運営

都道府県において取り組むことⅡ

・ひきこもり支援の企画立案等の中心的役割を担う部局の設定

・関係部局間の連携による包括的な支援体制の構築 支援対象者の状況に応じて適切な関係部局が連携・協働して支援を実施

・近隣の市区町村と合同で支援体制を構築する等、地域の実情に応じた支援体制づくりの検討

・管内市区町村における ・ひきこもり支援の取組状況の把握

・それぞれの取組の意義に関する理解促進 市区町村に向けた合同説明会や個別説明等の実施

・取組の横展開

・庁内及び関係者との調整への支援

・自治体規模等の事情により単独での取組が困難な市区町村に対して、複数市区町村での広域実施や都道府県との合同実施の調整

（取組の基本的な考え方）
市区町村におけるひきこもり支援体制の構築に当たっては、以下の①～③の取組が基礎

ü 実態把握の方法は、他の調査との一体
的な実施や、都道府県と市区町村の合
同実施等、地域の実情に応じた方法と
する

②支援対象者の実態やニーズの把握 ③市町村プラットフォームの設置･運営

ü 都道府県PFとの円滑な連携のため、市町
村PFを運営する事務局を設置

市区町村における令和３年度末までの取組実施に向けた計画的な支援や
都道府県の労働部局・都道府県労働局等との連携

①ひきこもり相談窓口の明確化・周知

ü 自立相談支援機関未設置の町村においては、町村内の
部局や都道府県設置の自立相談支援機関等を相談窓口
とすることを検討

ü 相談者の年齢・性別・障害の有無等を問わず相談可能
な体制を構築

ü 広報紙・リーフレット等により、相談窓口の名称・場
所・連絡先等を、全世帯に周知するよう努める

ü 支援対象者の概数やニーズ等の支援体
制や内容を検討する際の基礎となる実
態の把握

ü 既存の会議体の活用や都道府県による共
同設置など柔軟な形態も可能

ü 会議体を開催する必要は無く、関係者間
相互の連絡体制を築くことでも足りる

33



34

ひきこもり支援施策の推進について（令和２年10月27日地域福祉課長通知）対応例

ひきこもり相談窓口の明確化・周知 支援対象者の実態やニーズの把握

市町村プラットフォームの設置・運営

○【神戸市】神戸ひきこもり支援室（2020年２月設置）
○【横浜市】横浜市ひきこもり支援課（2022年４月設置）

（どちらも直営）
○【広島県尾道市】ひきこもり支援ステーションみらサポ
（2022年６月）（社協へ委託により設置）

○【山梨県富士川町】ひきこもり相談センターここから
（2021年４月）（NPO法人へ委託により設置）

1,429/ 1,741 82.1%

1,236 / 1,429 86,5%

979/ 1,788 54,8%

○【岩手県洋野町】
平成26年10月～平成27年１月ひきこもり実態調査
民生委員・児童委員へのアンケート調査 15～64歳
「気になる人」→50人 全員へ訪問し状況確認

○【東京都江戸川区】
令和３年度「江戸川区ひきこもり実態調査」
・調査対象世帯 180,503世帯 回答57.17％
・ひきこもり当事者人数 9,096人

1,205/ 1,741 69,2%

【群馬県安中市】
安中市役所福祉課社会福祉係が中心

となり、関係者連絡会を設置。
事例検討会、研修会、講演会等を通じ
て、構成メンバーのスキルアップと
連携体制の強化に取り組む。（3~4回)

【栃木県那珂川町】
那珂川町役場内に「ひきこもり相談窓口」を

設置、町内の関係機関とともに連携会議を開催
している。
子ども、中高年等、世代間交流の拠点
を活用し、家族支援、当事者支援
支援者支援、地域支援に取り組む。
（拠点は週２回、通年設置）

【その他】
○小規模自治体（町村）においては、関係者間での協議体を設置
せず、役場内の業務連絡会議等を「プラットフォーム」として
位置づけ。（対外的に公表している）

速報値
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就職氷河期世代支援について
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2019

¸ 4 6 7 2022 就職氷河期世代の就労や社会参加への支援について、

4 ３年間の集中取組期間に加え、令和５年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、これまでの施策の効果も検証のうえ、効果
的・効率的な支援を実施し、成果を積み上げることとなった。

¸ Ệ 12 27 2023
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就職氷河期世代支援に関する新行動計画2023の概要

（令和４年12月27日就職氷河期世代支援の推進に関する関係府省会議決定）
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ひきこもり状態にある方など社会参加に向けた支援を必要とする方への支援

～就職氷河期世代支援 市町村プラットフォーム～

新たな会議体の設置を求めるものではなく、

・既存の会議体の活用（自立支援調整会議、地域ケア会議等）

・各機関の担当者が相互かつ適時に連絡・情報共有できる関係性の構築

によるプラットフォームの設置・運営を想定（小規模自治体は広域での設置も可）

【事務局】

市区町村の

担当部局

ひきこもり地域支
援センター

若者サポート
ステーション
/ハローワーク

社会福祉協議
会/民生委員

保健
センター

当事者会
・家族会

自立相談
支援機関

都道府県プラットフォーム

都道府県
福祉部局

・都道府県労働部局

・経済団体

・社会福祉関係団体等

②情報共有・連携・つなぎ
地域における多様な社会資源が参画

（設置例）

NPO
法人

【就職氷河期世代支援に関する新行動計画2023】
市町村プラットフォームについては、引き続き、都道府県が出張相談や研修会等を通じて市町村の課題を把握
しつつ、その取組を促すとともに、小規模な自治体は広域で設置する等の工夫もこらしながら、「第二ステー
ジ」において設置自治体を拡大すべく、未設置の市町村に対し要請していく。

支援

連絡・
情報共有

社会参加に向けた支援を必要とする方を対象として、個別ケースの具体的な支援プランの作成等に関する情報共有や、地域にお

ける対応方針の検討等を行う場としての機能を持つ。

※令和４年３月末時点の市町村プラットフォーム設置自治体数： 1,003 市区町村

ṥ ṇ Ṧ

①相談

③相談・専門機関へのつなぎ・
居場所への参加など、

一人ひとりの状況に応じた支援

学校・教
育委員会

地元の中小
企業・商店

農業分野

38



ひ き こ も り 状 態 に あ る 方 や そ の 家 族 に 対 す る 支 援 の ヒ ン ト



2021年4月1日ひきこもり状態にある方やその家族に対する支援のヒント



目的

ひきこもり状態の方やそのご家族に対する支援の選択の幅が広がることの助けになることを目指して作成しました
「支援の型」や「正解」をお示しするものではありません

令和２年度ひきこもり状態にある方の社会参加に

係る事例の調査・研究事業」において実施した行政

機関等で支援に携わる方と対象としたアンケート調

査の結果をもとに、有識者による検討を経て○支援

の仕組み作りの具体例○支援において対応が難しい

と感じたり、学びや気づきが多いと感じたりするこ

とが多い場面を取り上げその場面への対応をヒント

にとりまとめた、いわゆる「ヒント集」です。

実際の支援場面においては、個々の状況により何

が効果的かは異なると思いますが、アイデアや発想

を広げるためにご活用ください。

「ひきこもり経験者の社会参加の事例集」も作成 →

朝日 雅也（委員長） 埼玉県立大学保健医療福祉学部

伊藤 正俊 特定非営利活動法人

KHJ全国ひきこもり家族会連合会

上田 正喜 堺市こころの健康センター

小野塚敬之 十日町市社会福祉協議会

福井 里江 東京学芸大学教育心理学講座

HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huk
ushi_kaigo/seikatsuhogo/hikikomori/index_00005.html
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支援のヒント～本人を中心にした支援や伴走型支援～

支援において大切にしていることや、人材育成・引き継ぎ等で工夫していること（ソフト面）

○本人と一番長くいるご家族をどう支えるか、どう支援するか

が大切。家族支援に焦点を当てた方が本人支援につながる。

○家族からのアセスメントを丁寧に行い、支援をどのように開

始するかを家族と一緒に考える。

○家族は長年抱え込み、迷いながらやっと相談に繋がったとい

う場合も多く、家族の努力や長い歴史を労いながら信頼関係を

構築する。

○本人ができていることに商店を当て、家族が気が付きにくい

小さな変化も共有する。

○待つことや、本人が決定すること。

○安心、安全（本人を脅かさない）であること。

○本人や家族の話を聞き、当事者の思いを大切にしている。支

援者の思いで動くことがないように気をつける。

○本人に合った関わり方をオーダーメイドで考える。

○本人が興味関心のあることやしてみたい事を大切にし、外出

や食事など可能な限り本人と行う。

○その人にあった目標を考える。

家 族 へ の ア プ ロ ー チ に 重 点 を 置 い た 支 援本 人 を 中 心 に し た 支 援 や 伴 走 型 支 援

ピ ア サ ポ ー タ ー の 活 用支 援 者 の エ ン パ ワ メ ン ト 、 職 場 内 サ ポ ー ト な ど

○ピアサポーターとして活動していただくよう働きかけ、体験

談を話していただく会の開催や、訪問に行って頂く。

○ピアサポーターに負担がないよう、毎回のサポーター活動の

後に振り返りを実施し、今後の活用の参考にしていただく。

○職員が支援に行き詰まりを感じるときは、適宜事例検討を行

い、支援の振り返りを行う。

○相談ケースを報告、共有し、困難な事例や対応に苦慮した

ケースを皆で話し合い、助言しあう。

○相談員のメンタルが適切に維持されてこそ、当事者・家族の

声に耳を傾け、助言ができるため、相談できる体制を作ってい

る。 42



よく出会う場面での対応のヒント
～場面１～ ひきこもり状態にある本人に繋がるのが難しい

43

・親と話す、部屋の前で何でもないこと（天気など）を話すといったことを繰り返し、手紙を差し入れたりし

ながら訪問を継続し、１～２年がかりで会えるようになった。 ︣ḭ שּ ḭ

︣פּ לּ ︡ ךּ צּלּ Ḯךּ

・家庭での暮らしを安心安全なものにし、家族や支援者が信じて待つことが大切。

・１回の訪問で諦めず、電話連絡や定期訪問など家族とのつながりを継続し続ける。

・手紙のやりとりから出向くようになったケースがある。

・本人の興味関心のあるものに関しての手紙を送り、いつでも相談に乗ると継続して伝え続けた。

・会えなくても、手紙で支援者において知ってもらう。

【具体例】・家族との接点はあるものの、ひきこもり状態の本人が部屋から出ない。訪問を重ねても会えない

・ひきこもり状態にあると聞いているが、どのように支援して良いか分からない

詳細は厚生労働省HPへ
ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞生活保護・福祉一般＞ひきこもり支援推進事業



生 活 困 窮 者 自 立 支 援 制 度 の 取 組



就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、

最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者

45



É 自立相談支援事業
Å 全国907自治体で1,388機関
Å 生活と就労に関する支援員を配

置したワンストップ相談窓口
Å 一人一人の状況に応じ、自立に

向けた支援計画を作成

再就職のために
住まいの確保が必要

就労に向けた
手厚い支援が必要

子どもに対する
支援が必要

É 住居確保給付金の支給
Å 就職活動を支えるための家賃費用

を有期で給付

Å 就労準備支援事業
Å 一般就労に向けた日常生活自立・

社会自立・就労自立のための訓練

Å 認定就労訓練事業
Å 直ちに一般就労が困難な方に対す

る支援付きの就労の場の育成

Å 一時生活支援事業
Å 住居喪失者に一定期間、衣食住等

の日常生活に必要な支援を提供
Å シェルター等利用者や居住困難者

に一定期間の見守りや生活支援

Å 家計改善支援事業
Å 家計を把握することや利用者の家

計改善意欲を高めるための支援

Å 子どもの学習・生活支援事業
Å 子どもに対する学習支援
Å 子ども・保護者に対する生活習慣・

育成環境の改善、教育・就労に関
する支援等

本人の状況に
応じた支援

緊急に衣食住の
確保が必要

家計の見直しが必要

包括的な相談支援
（自立相談支援機関）

来所 訪問

46
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生 活 困 窮 者 自 立 支 援 制 度 と ひ き こ も り 地 域 支 援 セ ン タ ー 等 と の 連 携 に つ い て

49

両機関がともに支援する場合は、本人の意向も踏まえ、両機関において支援方針の摺り合わせを行った上で、
就労体験やボランティア活動等、多様な参加の場や就労の場を準備し、ひきこもり状態にある者を受け止める
場を充実させることが重要である。

ひきこもり支援

生活困窮者自立支援制度 サポステ
ハローワーク

等

集う 話す

ゲームをする
地域の高齢
者との交流

職業理解を
深める

就労体験農作業体験

長期離職による
不安

自らの就労イメー
ジがもてない

グループワーク

居 場 所

就労準備支援事業

就労に必要な
情報が不足

ひきこもり支援推進事業（居場所づくり）

体を動かす

他者との関わり
に不安

就労の
準備としての
基礎能力の
習得ができる

「安心できる」

「存在が認めて
もらえる」

「相談できる」

「同じ思いを
共有できる」地域からの

相談
本人との相談

家族からの
相談

社会との関わり

自己理解を
深める

自己決定を
する

その他
本人の希望する

就労へ



地 域 共 生 社 会 へ の 取 組
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地域共生社会の実現に向けて
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平成29 年改正社会福祉法の概要
（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による改正）

１．地域福祉推進の理念を規定

２．この理念を実現するため、市町村が以下の包括的な支援体制づくりに努める旨を規定

３．地域福祉計画の充実

ⅎ┌⁸ ⁸ ─ ⁸ ☿fi♃⁸כ ⁸ ≡ ⁸ ⁸ ⁸

Ѹ ♣ Џ⁹♥ ₴ ̱Ѱ Ћᶮ ρ қ
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「重層的支援体制整備事業」の創設
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Ⅲ 地域づくりに向けた支援

Ⅰ Ⅲ

Ⅰ 相談支援

就労支援

Ⅱ 参加支援

見守り等居住支援
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B

C

A

重層的支援体制整備事業（全体）

55

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiQy_KbjMXZAhUMEpQKHZGCAPMQjRx6BAgAEAY&url=http://01.gatag.net/0006870-free-illustraition/&psig=AOvVaw3vn8msKXixC-HVHqrui51e&ust=1519786476589264
http://4.bp.blogspot.com/-_uiP7snuyhA/Us_Ng2k41sI/AAAAAAAAdK8/DBs2ee1iNPo/s800/kaisya_nakayoshi.png


令和５年度 重層的支援体制整備事業への移行準備事業 実施予定自治体
（令和4年11 月調査時点）

都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名

釧路市 さいたま市 山梨市 大阪市 小松島市 大分市

登別市 川口市 南アルプス市 堺市 阿南市 別府市

黒松内町 行田市 中央市 貝塚市 北島町 日田市

京極町 鴻巣市 長野市 守口市 丸亀市 佐伯市

東川町 久喜市 岡谷市 河内長野市 坂出市 宇佐市

斜里町 北本市 駒ヶ根市 泉南市 綾川町 由布市

白老町 富士見市 小海町 熊取町 琴平町 国東市

本別町 吉川市 下諏訪町 千早赤阪村 伊予市 日出町

厚岸町 白岡市 富士見町 西宮市 四国中央市 玖珠町

平内町 小鹿野町 原村 西脇市 愛南町 延岡市

今別町 千葉市 箕輪町 川西市 室戸市 えびの市

蓬田村 野田市 飯島町 小野市 安芸市 高鍋町

外ヶ浜町 君津市 中川村 三田市 須崎市 新富町

西目屋村 浦安市 松川町 丹波篠山市 四万十市 都農町

藤崎町 袖ケ浦市 大垣市 養父市 香南市 門川町

大鰐町 中央区 恵那市 丹波市 奈半利町 美郷町

田舎館村 文京区 美濃加茂市 たつの市 北川村 鹿児島市

板柳町 品川区 郡上市 上郡町 馬路村 鹿屋市

岩手県 釜石市 目黒区 海津市 桜井市 土佐町 いちき串木野市

東松島市 杉並区 神戸町 生駒市 いの町 志布志市

富谷市 練馬区 安八町 香芝市 仁淀川町 中種子町

大河原町 葛飾区 坂祝町 宇陀市 佐川町 大和村

鹿角市 江戸川区 静岡市 田原本町 越知町 宇検村

にかほ市 三鷹市 浜松市 高取町 日高村 和泊町

井川町 青梅市 富士市 明日香村 四万十町 知名町

大潟村 町田市 焼津市 王寺町 北九州市 沖縄市

鶴岡市 小金井市 藤枝市 吉野町 福岡市 うるま市

酒田市 小平市 御殿場市 大淀町 飯塚市

天童市 国立市 伊豆市 下市町 筑後市

遊佐町 福生市 清水町 橋本市 大川市

会津若松市 多摩市 長泉町 新宮市 小郡市

郡山市 横須賀市 小山町 八頭町 宗像市

いわき市 平塚市 吉田町 湯梨浜町 古賀市

白河市 厚木市 名古屋市 琴浦町 うきは市

川俣町 座間市 豊橋市 日吉津村 大刀洗町 令和4年度移行準備 183自治体

楢葉町 大井町 一宮市 島根県 益田市 佐賀県 上峰町

鹿沼市 新潟市 蒲郡市 倉敷市 長崎市 ※　４年11月時点のものであり、

日光市 三条市 犬山市 笠岡市 佐世保市 　変更の可能性があります。

小山市 柏崎市 小牧市 総社市 平戸市

那須塩原市 見附市 阿久比町 備前市 五島市

さくら市 村上市 鈴鹿市 矢掛町 西海市

那須烏山市 関川村 紀宝町 西粟倉村 佐々町

下野市 高岡市 大津市 広島市 山鹿市

上三川町 射水市 近江八幡市 竹原市 菊池市

芳賀町 輪島市 栗東市 尾道市 宇土市

壬生町 白山市 湖南市 福山市 宇城市

高根沢町 野々市市 東近江市 大竹市 天草市

那珂川町 勝山市 豊郷町 府中町 合志市

桐生市 鯖江市 福知山市 坂町 菊陽町

沼田市 越前町 舞鶴市 下関市 西原村

高山村 美浜町 亀岡市 山口市 御船町

東吾妻町 おおい町 京丹後市 美祢市 嘉島町

明和町 精華町 山都町

千代田町 相良村

大泉町

徳島県

大分県

長野県

香川県

大阪府

愛媛県

福島県
神奈川県

愛知県

青森県

宮崎県千葉県

高知県

兵庫県

岐阜県

東京都

鹿児島県宮城県

秋田県

北海道
埼玉県

山梨県

群馬県

山口県

令和4年11月現在　293自治体

和歌山県

栃木県

新潟県

鳥取県

長崎県

三重県

岡山県

富山県

滋賀県

静岡県

奈良県

福岡県

山形県

沖縄県

熊本県

石川県

福井県

広島県

京都府
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【 参 考 】 ひ き こ も り 支 援 事 例



¹ 14 ⅜ ╩ ╖⅜∟≤⌂∫≡™√↓≤⅛╠⁸ ⅜
⌐ ⁹

¹ ⅜ ≤ ╩ ∫√≤↓╤⁸₈ ─ ⅜ ╣ ⌐
┘⌐ ↑√╡⁸ ≢№╢↓≤╩ ⇔≡™╢⁹╕√⁸ ╛
─↓≤⌐╙ ╪≢™╢⁹₉≤─↓≤⁹

¹ ⇔╩ ™√ │⁸ ─ ╡↔≤⅜ ⌐╦√╢√╘⁸
≥↓⌐ ⌐ ∫√╠ ™⅛ ⅛╠∏ √⌂ ─ ⌐ ⁹

支援のきっかけ

ü本人に寄り添いながら丁寧に伴走支援をする↓≤⌐╟╡⁸世帯全体の複合的な課題を整理することができ、 ─ ─

╩ ⌐ ╖ ≡≡™↑╢╟℮⌐⌂∫√⁹
ü ⌂ ╩ ⇔√↓≤⌐╟╡⁸ │ ⌐多機関と連携を図り、世帯全体を支援する体制を整えることができるよう

になった⁹

複合的な課題を抱える家族への支援事例

Ủ
ʥ

ἧכֿ
ὡ

ẑ

͒Ἥ

˲

( )45

47 22
14

支援内容

＜支援開始＞

Â ─ ─ ⅜ ╛ ⁸ ≤ ╩⅛↑≡▪☿☻ⱷfi♩╩ ™⁸
─ ╩☼כ♬╛ ╠⅛⌐∆╢⁹

効果

( ) ╩ ⅎ╢√╘⌐Ɽכ♩╩ ↑ ∟⁸ ┼─ ⅜ ∫≡™╢⁹ ⅜№╢╙──⁸ ─ │ ≢⅝≡™⌂™⁹
( ) ╩ ⇔≡™√⅜⁸ ─№⅔╡╩ ↑≡ ⇔ ╩ ℮⁹ ⅛╠ ⇔⁸Ɽ♅fi◖⌐ ℮ ⅜ ™≡™╢⁹
( ) ╩ ⁸ ™ ⌐ ╙ ╩ ╡ ⇔≡⅔╡ ╩ ∫≡™╢⁹ ─ ™⅜№╢⁹
( ) ─ ─ ╩ ⅛╠⅛╠⅛╦╣⁸ │ ⁹ ─ꜞ☼ⱶ⅜ ╣⁸ ⌐╙≈™≡™↑⌂™⁹
( ) ⅜ └→╩ ╛⇔≡ ⅛╠⅔ ╩ ╪≢ ™√╡⁸ ⅜ ⅎ⌂™√╘⁸ ─ ⅛╠ ╕╣ ⅛╠ ⁹

家族構成

＜家族が抱える多様な課題を時間をかけて解きほぐす＞
Â

＜多機関との連携による支援＞

Â

12 26
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ひきこもりの相談支援事例

ü 世代や属性が異なる高齢の父とひきこもりのＡさんの課題を包
括的に受け止められた

ü A
連携担当職員が関わったことにより、多機関の関係者が連携を図るための総合調整がな

され

家族構成
¸ √⌂ ─

A

¸

¸A

効果

支援内容

＜Ａさんへの支援＞

A

＜支援開始＞

A

( )51

79
˲

₴ ʥ
Ҳ ֛Њ

＜父親の支援（医療ソーシャルワーカーとの連携) 〉
Â

Â A

Â

支援のきっかけ

12 26
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★最初の面談ではガチガチに緊張し、苦しかった過去や自己否定的な発言ばかりだったが、面接で一つずつ丁寧に訴えを聞き、
アセスメントを通して、Aさんの理解に努めた。Aさんが取り組んだこと、出来たことを一つずつ「すごいですね」「できま
したね」と認め、自己肯定感を高める支援を中心に行ってきた。

★ひきこもり状態であるが、障害のある人への相談支援と基本的な対応は同じで、「人としての理解」、スモールステップの
目標設定と、「次の一手への見極め」のタイミングを図りながら支援している。

障害者基幹相談支援センターによるひきこもり支援事例

○母から、大学中退後数年間ひきこもり状態となったAさんの将来を心配し、兄が
利用するサービス事業所へAさんの支援を相談したことで、基幹相談支援Cに繋がる。

○これまで、家庭内では重度の兄への対応が中心であり、Aさんは苦しみながらも
学校（小・中・高）を休まず、一人取り残された状態だった。大学にも入学した

が、大学３年の就職に向けた面接の授業で限界となり、以降ひきこもり状態となる。

支援のきっかけ 世帯構成

＜本人＞
Aさん
30代男性
手帳はB2
＜兄＞
重度知的
GHに入居

＜世帯＞
父、母
の年金
で生活

＜支援開始＞
■Aさんの将来を案じた両親が「就職させたい」という思いで、基幹相談支援センターに相談した。
初めて基幹相談支援センターに来所した本人は、数年ぶりの家族以外との関わりに緊張し、身を抱え歯がガタガタと震える
状態だった。

＜Aさんへの支援＞
■長いひきこもり状態で不眠等があり、医療機関の受診と服薬を目標に相談を開始。
当初は母親同席のもと、本人が苦しんできた過去の出来事や今の気持ちを面接で丁寧に聞き取っていく。
服薬により落ち着いたため、まずは生活リズムを整え起床、食事、就寝など、一つずつ本人が出来ることを増やす支援を開始。

■最初の面接から５～６年の間、相談員は月１回の面接で、本人が実施した日課や取組を認め、
自己肯定感を少しずつ高めていく支援を実施してきた

■現在はAさん一人での面談に切り替え、面談から作業（プラモデル作り、PC)、基幹相談支援センターのデータ入力を
有償ボランティア（500円）として始めるところまでステップアップした。

＜父・母への支援＞
■Aさんとの家庭内での会話や、日課への取組を認める関わりを実践していただいた。

支援内容

支援の特徴
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自治体の取組例（抜粋）

・ひきこもり地域支援センターの取組（大分県）
・都道府県による取組（兵庫県）

（高知県）
・市町村による取組 （福岡県北九州市）

（北海道函館市）
（岩手県洋野町）
（東京都文京区）
（東京都日野市）

その他
下記自治体の取組例は厚生労働省ＨＰを参照
・ひきこもり地域支援センターの取組（堺市）
・教育分野と福祉分野の連携（滋賀県）
・就労分野と福祉分野の連携（大阪府豊中市）
・農業分野と福祉分野の連携（高知県安芸市）
・市町村による取組 （福岡県北九州市）

（北海道石狩市）
（愛知県豊明市）
（岡山県総社市）
（山口県宇部市）
（徳島県三好市）
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都道府県におけるひきこもり支援の取組例（兵庫県）

○ 兵庫県では、平成26年度に男女青少年課が所管するひきこもり地域支援センター（兵庫ひきこもり相談支援センター）を設置した。

さらに、社会情勢に鑑み、総合的な支援を推進するため、令和元年度に障害福祉課(精神保健福祉センター)が所管するひきこもり地域支

援センター（兵庫県ひきこもり総合支援センター）を追加設置した。県のひきこもり施策のとりまとめを障害福祉課が担っている。

○ 障害福祉課、精神保健福祉センター、男女青少年課がそれぞれ異なる経緯でひきこもり支援を実施しており、多数の相談窓口がある。

相談者の状況やニーズに応じ、適切な支援につながるような体制を作っている。

区分 施策 所管課

ひきこもり地域
支援センター

兵庫県ひきこもり総合支援センター 障害福祉課(精神保健福祉センター)

兵庫ひきこもり相談支援センター 男女青少年課

研修・
人材育成

市町職員を対象とした支援の合同研究会 障害福祉課

思春期関連問題研修会 精神保健福祉センター

介護支援専門員への研修 障害福祉課

支援
アウトリーチ支援員の設置 福祉部地域福祉課

関係機関の技術支援 精神保健福祉センター

連携強化
ひょうごユースケアネット推進会議 男女青少年課

地域ブランチ主催の支援機関連携会議 男女青少年課

居場所の
設置

居場所の設置
精神保健福祉センター、
兵庫県ひきこもり総合支援センター

電子媒体による居場所の設置 障害福祉課

家族会支援 家族教室の開催、家族会の支援 精神保健福祉センター

情報提供

兵庫ひきこもり情報ポータルサイト 障害福祉課

ホームページ開設、啓発冊子作成、関係機関
広報冊子等への情報提供・助言

精神保健福祉センター

ṕRỆ Ṗ

＝ひきこもり総合支援センター

＝ひきこもり相談支援センター
ブランチ

区分

実施
委託

（精神保健福祉センター内に設置）

ひょうごユース
ケアネット
推進会議

委託
((公財)兵庫県
青少年本部)

委託
(各地域ブランチ)

県立神出学園
（不登校等の生徒向け
フリースクール）

内容

Åひきこもり支援相談員の配置（来所相談、
市町等へ訪問による助言・指導）
Åひきこもり電話相談員の配置
Å困難事例等発生時の関係機関連携調整
Å居場所の設置

Å研修会
Å支援機関情報の発信

・ほっとらいん相談 Å面接相談
Å訪問支援
Å地域相談会
Å電話相談

Å地域ブランチへの専門的助言
Å訪問支援の必要性判断
Å困難事例の面接相談

人口 ・・・５，４０３，８２３人
男 ・・・ ２，５６７，５６８人
女 ・・・ ２，８３６，２５５人

世帯 ・・ ２，４３０，４０２世帯
※令和４年１０月１日現在

兵庫県は大都市から農山村、
離島まで、さまざまな地域
で構成されており、多様な
気候と風土を通して、海水
浴やスキー、温泉などの多
彩なレジャーが楽しめるこ
とから、「日本の縮図」と
いわれています。
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都道府県におけるひきこもり支援の取組例（高知県）

○ ひきこもりの背景には様々な要因があることから、福祉の総括部署である地域福祉政策課で業務を担当。

○ 令和3年度に県内全市町村にひきこもりの相談窓口が設置され、市町村がひきこもり支援に携わる場面が増えたことから、ひきこもり地

域支援センターでは、地域支援を重点的に実施。

○ 県内５カ所にある県福祉保健所にて、ブロック毎に好事例の共有や勉強会を行い、地域資源の活用や近隣自治体との連携を促進。

○ 相談窓口の多様化を図りより相談しやすい環境を整えるため、令和２年度から県委託事業「ひきこもりピアサポートセンター」を開設。

県組織 担当業務

子ども・福祉政策部
地域福祉政策課

予算確保、施策の企画、
事業の委託、補助事業、
関係機関調整など

ひきこもり
地域支援センター

相談支援、地域支援、研
修会実施など

各福祉保健所 相談支援、管内市町村の
連絡会実施など

ẑṕ Ṗ R3

県の体制 人口 ・・・６７５，１２０人（男 ３１９，２２１人、女 ３５５，８９９人）
世帯・・・ ３１４，２４６世帯 ※令和４年１１月１日現在

【ひきこもりピアサ
ポートセンター】

■委託先
全国ひきこもりKHJ親
の会高知県支部
やいろ鳥の会

■拠点：2カ所
（高知市・宿毛市）

■業務：相談支援

アウトリーチ

ひきこもりの人
家族

【市町村】
・相談支援
・アウトリーチ

【県福祉保健所(5 カ所) 】
・ブロック毎の連携支援
・地域支援活用への支援

（各所 年2回程度）

・人材養成研修（年4回開催、391名参加）

・普及啓発事業（年１回開催、64名参加）

・市町村等ケース会への参加・助言
（年31回参加）

・ブロック別連絡会の実施（年3回開催）

・支援機関同士の連携支援（随時）

【高知県ひきこもり地域支援センター】

【ひきこもり
ピアサポート
センター】

地域支援を強化！

上記機関の他、保健・医療・教育・就労等、幅広い機関や団体と連携し、役割分担をしながら支援を実施。

【高知県地域福祉政策課】
・民生委員を対象とした実態把握調査【R2】（調査方法：アンケート調査、調査の結果：県内のひきこもり当事者692人を把握）
・有識者による施策検討の場（検討委員会）の設置（年2回開催）

ピアサポートセンターとの役割分担
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市町村におけるひきこもり支援の取組例（福岡県北九州市）

○ ひきこもり対策事業：北九州市立精神保健福祉センターが平成14年度から「こころの健康づくり事業」の一環として取り組

み開始。平成22年度からは「社会的ひきこもり対策事業」として実施。

○ ひきこもり地域支援センター運営事業：平成21年10月にひきこもり地域支援センター開設(業務委託)。
⇒ 北九州市ひきこもり地域支援センター「すてっぷ」について：【令和3年度】職員数3.5名（臨床心理士、精神保健福祉士、

社会福祉士などの資格を有する）。【令和3年度】延べ相談件数2,065件(電話・来所・訪問・その他の方法での相談)。

üひきこもり家族教室

üひきこもりを考える集い

üひきこもり支援者研修会

üひきこもり支援実務者連絡会

üひきこもりのご本人、ご家族等を対象に、電話、来
所、訪問等による相談

ü相談内容に応じて、医療、保健、福祉、教育、労働
等の適切な機関へのつなぎ

ü関係機関との連携体制の構築
üひきこもりに関する普及啓発
üひきこもり対策に関する情報発信

北九州市は、福岡県の北部、九
州最北端に位置し、関門海峡を
隔てて本州に面するまちです。

北九州市立
精神保健福祉センター

北九州市ひきこもり地域支援センター
「すてっぷ」※NPO法人に業務委託

ü プロサッカークラブ「ギラヴァンツ北九州」の協力
を得て開催

ü ひきこもり状態にあるご本人を対象とし、社会参加
の機会を提供

ü スポーツを「観る、する、支える」体験を通じて体
と心を温めるプログラム

地域で活動をしている支援者の方の横のつながりの強化を目的に
設置された地域支援者ネットワーク。
様々な経験と生きる知恵を持っている地域の人たちとのご縁とご
縁をつなぎ、その輪の中心で若い芽が育つ地域づくりをめざして
いる。

人口 ・・・９２３，７９３人
男 ・・・ ４３５，９５４人
女 ・・・ ４８７，８３９人

世帯 ・・ ４３８，１１８世帯
※令和４年１１月１日現在
出典：北九州市令和4年度推計人口
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市町村におけるひきこもり支援の取組例（北海道函館市）

○ 令和4年4月に、介護保険法の地域包括支援センターを機能拡充し、市独自の呼称・定義による「福祉拠点」として、生活困窮者自立

支援制度の自立相談支援機関を地域包括支援センターに併設（民間に委託）する形で市内10カ所に開設した。

○ 地域包括支援センターは、これまで民生委員や町会などの地域の関係者等と連携を図ることで地域に浸透し、高齢者支援において大きな

役割を果たしてきた経緯があり、社会資源としてこの活用をさらに進める観点から、自立相談支援機関を併設し機能を拡充して「福祉拠

点」として位置付けるに至った。

人口 ・・・２４５，００６人
男 ・・・ １１１，５１８人
女 ・・・ １３３，４８８人

世帯 ・・ １４０，３２６世帯
※令和４年１０月末現在
（外国人を含む）

函館市は、渡島半島の南東部に位
置し、東・南・北の三方を太平
洋・津軽海峡に囲まれ、西は北斗
市・七飯町・鹿部町と接していま
す。

ü 生活困窮者自立支援法に基づく相談支援
É 幅広い相談支援が可能
É 生活保護に至る前段階の支援
É 第2のセーフティネット
É 困窮する「おそれ」のある方も対象

ü 従前の地域包括支援センターに併設するメリット
É 高齢者支援を通じて8050世帯を把握できる
É 高齢者支援ならではのアプローチのしやすさ
É 80世代に介護支援、50世代に就労やひきこもり、生活困窮、
障がいなど、まとめて相談対応することが可能

10カ所（各３名）
計30名

従前の地域包括
支援センター

ü 高齢者部門（介護保険法）
É 保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー：計５～７名

ü 自立相談支援部門（生活困窮者自立支援法）
É 主任相談支援員：1名（保健師、社会福祉士、精神保健福祉
士）

É 相談支援員兼就労支援員：2名（上記資格のほか社会福祉主事、
相談支援業務経験者等）

ü 委託先：社会福祉法人、医療法人
ü 集いの場：地域の関係者が困っている方の情報を共有すること
が目的

67



市町村におけるひきこもり支援の取組例（岩手県洋野町）

○ 平成22年に洋野町保健センターががん検診率向上を目指し、保健推進委員を通じて未受診者への受診勧奨と未受診理由を調査した。そ

の結果、身体や心に問題を抱えている人がいることが分かった。平成23年の東日本大震災の発生後、洋野町でも心のケアを行うべきで

はないかという思いから、洋野町保健センターで検診に合わせて「こころの健康調査」、いわゆる「うつスクリーニング」を実施した。

○ 平成24年秋頃より、久慈保健所・岩手県ひきこもり支援センターなどからも協力を得て、気になる家庭へケアマネージャーとしての家

庭訪問や包括的な相談業務を開始した。

○ 平成26年度より、洋野町でひきこもり対策推進事業が開始され、地域包括支援センターで実態調査を実施した。これにより多くの問題

が内包されている事実が浮かび上がり、この結果を受けて平成27年度から事業が本格化した。

人口 ・・・１５，４４３人
男 ・・・ ７，５０１人
女 ・・・ ７，９４２人

世帯 ・・・ ６，７８１世帯
※令和４年１１月末現在

ü 保健センターなど庁内各課
ü 学校などの教育関係
ü 保健所
ü 社会福祉協議会
ü 職親（企業、商店）
ü 中央大学 山科満教授
ü 病院
ü 民生委員
ü 岩手県ひきこもり支援センター
ü 若者サポートステーション

など

洋野町は岩手県の沿岸最北端に位
置し、平成18年1月1日に旧種市
町と旧大野村が合併して誕生した
海と高原の町です。

申し込み不要です。
直接お越しください♪
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市町村等におけるひきこもり支援の取組例（東京都文京区）

○ 令和元年8月頃からひきこもり支援体制の検討（ひきこもり相談に関わる所管や支援関係機関の課長級で構成する「ひきこもり等自立支援会議」や係長級職員で構成

する「ひきこもり支援従事者連絡会」等）を開始。

○ 8050問題への対応として、区がこれまで行ってきた若年層を対象とするひきこもり等自立支援事業（STEP）と生活困窮者自立支援相談事業をベースに、全世代を視野

に入れた相談体制を構築することとした。

○ 相談支援体制の主軸となり、ひきこもり等自立支援会議等の事務局を担うセンター機能が必要との考えから「文京区ひきこもり支援センター」を令和2年4月に開設。

○ 令和2年4月に生活福祉課を所管課として、上記の「STEP（委託）」と「文京区ひきこもり支援センター（区直営）」の２つを「文京区版ひきこもり総合対策」に位置

づけ開始。同総合対策では、予防から支援まで、多様な相談窓口や関係機関の連携による一元的な支援体制を構築し、課題の早期発見や個々人の状況に沿った適切な支

援につなげることを重点目標としている。ひきこもりに関する総合相談窓口の機能や区内の支援体制の構築は事務局であるセンターが担い、定期的な相談や居場所運

営等は委託事業者が行っている。

文京区は、江戸の面影を残す史跡や文化遺産の多い、歴史的なまちであり、伝統ある大学や多くの
学校のある文教の地として知られています。
また、小石川後楽園や六義園などの庭園や比較的大きな公園が多く存在し、東京の都心に近接しな
がらも、落ち着いた雰囲気が魅力の緑豊かな都市環境を形成しています。

ṌSTEPṌ

Åひきこもりに関する30年以上の支援
実績を有する公益社団法人青少年健
康センター茗荷谷クラブに委託し、
平成26年4月から実施。
Å委託開始当時の区の所管課は教育推
進部児童青少年課だったが、令和2年
4月からは福祉部生活福祉課が所管。
Å令和2年4月以降は義務教育終了後の
全年齢が支援対象。

人口 ・・・２２９，８２８人
男 ・・・ １０９，２５９人
女 ・・・ １２０，５６９人

世帯 ・・ １２６，６２１世帯
※令和４年１１月１日現在
（外国人を含む）

ひきこもりの支援体制構築にあたり、文京区としてのひきこもり支援の定義を、支援従
事者連絡会の委員で検討した。
「ひきこもりの定義」とは別に、「支援の対象」としては、国のひきこもりの定義には
含まれない方々も区のひきこもり支援の対象に含めるという形で合意形成した。

15

SNS,

STEP
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市町村におけるひきこもり支援の取組例（東京都日野市）

○ 平成20年度主要事業に「格差是正」を掲げ、生活保護や福祉制度などで救うことのできない方に対し、セーフティネット（安全網）を張っていくとい

う取り組みが必要と考え、4月に「生活応援窓口」を開設、10月にあんしん生活総合相談窓口として「セーフティネットコールセンター」を開設した。

○ 平成27年4月の生活困窮者自立支援法施行に伴い、「福祉の初期総合相談窓口」としてセーフティネットコールセンターを再構築した。新しく自立相談

支援機関となった窓口は、未来を照らすという意味を込めて「みらいと」と命名された。ひきこもり支援は、セーフティネットコールセンター内のセー

フティネット係が担当している。同係は、ひきこもり支援以外に自殺対策、孤立死・孤独死対策、子どもの貧困対策なども担当している。

○ ひきこもり支援事業は平成26年より、「個別相談会」と「家族のつどい」を実施。令和3年度には、家族の方々が運営する「日野市ひきこもり家会」

が誕生したことにより家族のつどいを終了。現在は、家族会との情報共有やセミナーの共催等で、家族会とともにひきこもりの問題に取り組んでいる。

【市の概要】
都心から西に35キロメートル、東京都のほぼ中心部に位置し、

多摩川と浅川の清流に恵まれ、湧水を含む台地と緑豊かな丘陵
をもつまち、それが私たちのまち日野です。
人口5万人で市制を施行したのは昭和38年ですが、現在の人

口は18万人を超え、まだ増え続けています。そして平成25年に
は、市制施行50周年の節目を迎えました。

【人口】
187,391人（外国人住民3,451人含む) 
【世帯数】
91,736世帯（外国人世帯及び混合世帯2,484世帯含む）

個別相談会
Å「オンライン」「市役所窓口」「出張」3種類の個別相談を実施。
Å分担：（セーフティーネットコールセンター）相談の広報、予約、受付、

大まかな相談内容の聞き取り、会場設定
（委託先）相談員（社会福祉士・精神保健福祉士）による面接、訪問、
緊急対応

Å実績（令和3年度）：相談者（当事者、家族、支援者等）延べ58人
※緊急を要する場合には、相談日以外の支援にも対応。

福祉の初期相談窓口である「みらいと」には以下2つの相談窓口が設置されており、
ここでもひきこもりの相談を受けている。両窓口は常に連携している。
・セーフティネットコールセンター（日野市役所2階）：R3ひきこもり相談10件
・サテライトセンター（社会福祉法人に運営を委託） ：R3ひきこもり相談58件

＜セーフティネットコールセンターへの相談数＞
R1 6,963件 このうち、ひきこもり相談は66件
R2 13,759件 このうち、ひきこもり相談は67件
R3 10,141件 このうち、ひきこもり相談は68件

健 康 福 祉 部

セミナー事業
Å令和3年度は日野市ひきこもり家族会と共催で開催。
Å実施回数（令和3年度）：年２回
Å対象：全ての方（コロナ禍前は申込不要、現在は感染症対策で事前申込制）
Å参加者：（令和3年度第1回）43人、（第2回）32人

（令和4年度第1回）29人、（第2回）実施前

福祉政策課
生活福祉課
障害福祉課
高齢福祉課
健康課
セーフティネットコールセンター
在宅療養支援課

【ひきこもり支援事業業務委託】

※セーフティネットコールセンターは日野市健康福祉部内の
１つの課として存在している。

【日野市健康福祉部 組織図】

居場所事業
Å令和4年度から委託で実施
Å市内の空き家を借り、ひきこもりだけでなく、生きづらさを抱えた方達が自宅
以外での居場所を作れるよう、週に1回「居場所」を開催している。

(写真)窓口の様子

70



厚生労働省 ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/hikikomori/index.html

↑厚生労働省トップページの検索窓に「ひきこもり」を入れて

ひきこもりVOICE STATION
https://hikikomori-voice-station.mhlw.go.jp/

最新情報はこちらで確認を！

高橋みなみさんとの対談動
画、当事者の声などを掲載

その他Youtubeでは、当事
者・経験者による
「VOICE MUSIC 」も配信中

https://www.youtube.com/
@voicestation4467/videos
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終わりに

ご清聴ありがとうございました。

ひきこもり支援は、まだまだ始まったばかりです。
地域共生社会の実現に向けた地域づくりを進めながら
一歩ずつ着実に取組を進めていきます。

今後ともどうぞよろしくお願い致します。

厚生労働省社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111  内線2218  
chiikifukusi@mhlw.go.jp           
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